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序　　　　　文
　

　フィリピン共和国政府は国家計画「フィリピン2000」の中核となる「フィリピン中期開発計画

（1989年から10年間）」において、環境評価の取り組み、環境汚染に対する法令の整備及び基金

の設立を行ってきました。しかしながら、フィリピン共和国における環境問題に対する技術力は

不十分であり、特に鉱山事業に係わる環境評価、モニタリング、公害対策等の技術力の向上は緊

急の課題となっています。

　JICAは1998年、発展途上国の環境に対する課題を汲み取り、実情にあった適切な環境保全プ

ロジェクトを実施する積極型環境保全協力（プロジェクト方式技術協力）のスキームにてフィリ

ピン共和国で技術協力を実施することとしました。1998年10月と1999年１月には２度にわたり環

境保全技術調査員を派遣し、鉱山活動に係る環境対処能力向上のプロジェクトをフィリピン共和

国に提案し、フィリピン共和国政府関係者と協議を通じ、その詳細について取りまとめました。

その結果を受け1999年５月に環境保全策定調査団を派遣し、フィリピン共和国政府とプロジェク

ト開始を合意する討議議事録（R/D）を署名し、1999年７月１日から３年間の協力期間にてプロ

ジェクトが開始されました。その後2001年２月には運営指導調査団が派遣され、中間評価が行わ

れています。

　技術協力期間終了を2002年６月末に控え、当事業団は2002年４月７日から４月19日までの日程

で終了時評価調査団を派遣し、本プロジェクトの効率性、有効性、インパクト、妥当性、自立発

展性を調査するとともに、プロジェクトの総合評価、プロジェクト実施機関の今後の自立発展

性、終了時までの協力方針について協議し、その合意内容をM/M（Minutes of Meeting）及び

合同評価報告書として取りまとめ署名・交換を行いました。

　本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに、本調査団の派遣に関して

ご協力いただいた日本とフィリピン共和国両国の関係各位に対し、深甚の謝意を表すとともに、

あわせて今後の支援をお願いする次第です。

2002年４月

国際協力事業団　　　　　　　　　　

　理事　　　　　望 月 　 久





写真１　討議議事録署名

写真２　合同調整委員会風景



評価調査結果概要表
Ⅰ．案件の概要
国名：フィリピン共和国 案件名：鉱山環境管理計画
分野：鉱業・環境 援助形態：プロジェクト方式技術協力
所轄部署：鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第２課 協力金額（評価時点)：

(R/D) ：1999.7.1-2002.6.30 先方関係機関：鉱山地球科学局（MGB）
協力期間 (延長)：　　－ 日本側協力機関：国際協力事業団（JICA）

(F/U) ：　　－ 他の関連協力：　－
(E/N) ：（無償）

１．協力の背景と概要
　フィリピンの環境問題に対する技術力は不十分であり、特に鉱山事業に係る環境評価、モニタリング、公害対策

等の技術力の向上は緊急の問題となっている。JICAはこの背景を下に1998年、積極型環境保全協力のスキームにて

フィリピンに技術協力を実施することとし、鉱山活動に係る環境対処能力向上のプロジェクトをフィリピンに提案

した。この後、フィリピンの要請に基づき、1998年10月及び1999年１月の環境保全技術調査、並びに1999年６月の

環境保全協力を経て、1999年R/Dの署名交換をした。これを受けJICAは1999年７月から３年間の本プロジェクトを

実施している。

２．協力内容
　(1) 上位目標

　　鉱業活動に起因する水質及び土壌汚染における鉱山地球科学局（MGB）（本部及び全地域事務所）の鉱山環境

管理能力が向上する。

　(2) プロジェクト目標

　　鉱業活動に起因する水質及び土壌汚染における鉱山環境管理に必要な人材がMGB（本部）で育成される。

　(3) 成　果

　　０．プロジェクトの管理・運営体制が確立される。

　　１．MGBの技術職員による分析・測定試験用機材の操作・保全・管理が可能になる。

　　２．MGBの鉱山環境モニタリング機能が水質及び土壌汚染分野で整備強化される。

　　３．MGBの水質及び土壌汚染分野における環境管理技術の評価機能が強化される。

　　４．MGBの鉱山環境アセスメント報告書の評価機能が強化される。

　　５．MGBの鉱山環境管理分野における教育・研修機能が強化される。

　(4) 投　入

　　日本側：

　　長期専門家 ５　名 機材供与 約１億8,000万　円

　　短期専門家 13　名 ローカルコスト負担 約910万　　比ペソ

　　研修員受入 ８　名 その他 －　　　　　　 円

　　相手国側：

　　カウンターパート配置 23　名 機材購入 約203万　　比ペソ

　　土地・施設提供 執務室・講義室・実験室等 ローカルコスト負担 約3,350万　比ペソ

　　その他

Ⅱ．評価調査団の概要
調査者（担当分野：氏名：所属）

団　長 加藤　正明 国際協力事業団　鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課長

技術協力計画 山本　智 経済産業省　原子力安全保安院鉱山保安課　経済産業技官

技術移転計画 浅井　克博 財団法人　国際鉱物資源開発協力協会　総務部長

評価管理 井出　悦子 国際協力事業団　鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課　Jr.専門員

評価分析 熊谷　研一 ㈱インダストリアルサービス・インターナショナル　国際協力部

技術担当部長

調査期間 2002年４月７日～2002年４月19日 評価種類：終了時評価



Ⅲ．評価結果の概要
１．評価結果の要約
(1) 妥当性
　中期比国開発計画において鉱業の高度成長に政府は大きな期待を寄せている。反面､鉱害に起因したアンチ鉱業感
覚が根強く存在し、工業開発を困難にしている。こうした状況のなかで、鉱山環境管理を実施し、国民の鉱害の懸
念を払拭し、鉱業開発を促進させる意味から妥当性があるといえる。
(2) 有効性
　計画された活動はプロジェクト終了までにすべて完了の予定であり、2001年及び2002年と２度にわたって行なわ
れたトレーナーズ・トレーニングにおいて総てのC/Pがトレーナーとして合格。また、MGBにおいて中期鉱山環境
技術者養成計画が作成されていることでプロジェクト目標は達成している。C/PのみならずMGB幹部も本プロジェ
クト有効性を認めている。
(3) 効率性
　全体的には人・機材・施設が適切にタイミングよく配置され、経費も計画的に運用されており、それに見合った
成果が達成されている。また、教育手法、環境影響調査講師としてローカルコンサルタントを起用する等、柔軟な
対応も行われた。
(4) インパクト
　MGBの実務において移転された技術・資機材が使用され始めたこと、実習地域の住民がMGBの環境管理活動の
開始を認識し始めたこと、MGBの士気が高まっていること、環境管理局（EMB）・鉱山業界が移転された技術に
関心を示す等、正のインパクトを生じている。なお、今回の調査範囲において負のインパクトは見出せなかった。
(5) 自立発展性
　MGBは今後、地方展開が不可欠であるとして人員養成計画、資機材の配置計画を策定し、またEMB・NGO等と
も連携してモニタリングチームを結成する等の諸策を講じている。C/Pは定着率も高く、国際交流等を通じて技術的
に向上してきている。以上の点では自立発展性は期待できる。しかし、フィリピン政府は財政的に逼迫した状態に
あり、地方展開にあたっての設備投資や、供与した設備機材の維持管理費の支出が危ぶまれる。したがって、資金
的な面で自立発展性は乏しい。
２．効果発現に貢献した要因
(1) 計画内容に関すること
　・化学分析分野では８成分の分析に、モニタリング分野では３鉱山地区での現場実習､廃さいたい積場管理等重点
　　を絞り込んだ移転が行われたこと。
　・フィリピンの実情に即応した内容が多かったこと。
　・供与した設備、技術がフィリピンにおいて新しいものであったこと。
(2) 実施プロセスに関すること
　・階層毎に定期ミーティングがもたれ、活動内容検討、スケジュール調整が行われたこと
　・半年毎のモニタリング評価により技術移転の進捗状況を把握、また問題点の解決策を講じた
　・チーフアドバイザーによるC/P専門家への個別インタビュー及びそのフィードバックも活動の円滑化に貢献。
　・20回に及ぶセミナー・シンポジウム等を開催、MGBのみならずEMB、鉱山会社からの参加があった。
３．問題点及び問題を惹起した要因
(1) 計画内容に関すること
　・積極型協力のスキームで行われたためプロジェクトの提案から比較的短期間のうちにプロジェクトが開始さ
　　れ、プロジェクト開始後、活動の詳細計画に時間がかかりスタートが遅れた。
(2) 実施プロセスに関すること
　・一部のC/PがMGBの仕事のために時期的に講義・実習に出席できなかったことで、スケジュール変更や遅れ等
　　を引き起こすことがあった。
　・プロジェクトスタート時、ペソの下落のため、一部供与機材の調達に手間取り、活動の遅れが生じた。
　・試料調製室の工事が遅れたため、化学分析（固体分析）に若干の遅れがでた。
　・購入にあたって事前検討（現地におけるサービス体制）の不足により水銀装置が長期間故障した。
４．結論
　プロジェクトは当初の目標を達成することができた。しかしながら財政上の観点から自立発展は懸念される。
５．提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）
　自立発展のためには、MGB首脳による政策決定者への鉱山環境管理により一層の重点を置き、それを基にした環境
管理支出を増強する積極的かつ粘り強い働きかけが必要である。また、鉱害に起因する住民等の反対感情を払拭し、
豊富な非鉄金属資源を有するフィリピンの鉱業活動を活性化するために、鉱山環境管理の点からは
　・本プロジェクトで得た知識、技術を実行に移すこと
　・鉱山環境管理及び鉱山活動に関して地域住民・地方政府機関・NGO等への啓蒙・広報が必要である。
６．教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管理に参考となる事柄）
　・積極型協力スキームによる迅速なプロジェクトの開始は、緊急性を要する問題を抱える途上国の協力において
　　極めて有効であった。反面、積極型プロジェクトといえども相互の理解を深めるための十分な話し合いと、
　　プロジェクトの内容・機材調達にあたっての主要設備の選定条件を吟味するための十分な時間の確保が必要で
　　ある。
　・トレーニーをトレーナー評価者に加えるなど、トレーナーズ・トレーニングの工夫された評価方法は、多面的
　　な評価が可能な優れた方法であり、今後類似プロジェクトにおいて活用できる。
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１．終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的

　　プロジェクト終了を2002年６月末に控え、３年間の協力実績（見込みを含む）についてプロ

ジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）等に基づき総合的に評価を行い今後の協力方針に

ついてフィリピン共和国側と協議するとともに、評価結果から今後の協力のあり方や実施方法

の改善に資する教訓、及び提言を導き出すことを目的とする。

　フィリピン共和国（以下「フィリピン」と記す）政府は国家計画「フィリピン2000」の中核と

なる「フィリピン中期開発計画（1989年から10年間）」において環境評価の取り組み、環境汚

染に対する法令の整備及び基金の設立を行ってきた。しかしながら、フィリピンにおける環境

問題に対する技術力は不十分であり、特に鉱山事業に係わる環境評価、モニタリング、公害対

策等の技術力の向上は緊急の課題となっている。

　　JICAは1998年、フィリピンの環境に対する課題を汲み取り、実情にあった適切な環境保全

プロジェクトを実施する積極型環境保全協力（プロジェクト方式技術協力）のスキームにて

フィリピンで技術協力を実施することとし、1998年10月と1999年１月の２度にわたり環境保全

技術調査員を派遣し、鉱山活動に係る環境対処能力向上のプロジェクトをフィリピンに提案

し、その詳細についてフィリピン政府関係者と協議を通じ取りまとめた。その後1999年５月に

環境保全策定調査団を派遣し、フィリピン政府とプロジェクト開始を合意する討議議事録（R/

D）を署名・交換し、同年７月１日より３年間の協力期間にてプロジェクトを実施している。

　　本調査では2002年６月30日末の協力期間終了を控え、下記の目的で終了時評価を行った。

　　(1) 協力終了を約２か月後に控えた2002年４月時点での計画達成度を把握し、評価５項目

（実施の効率性、有効性、インパクト、妥当性、自立発展性）に基づいて分析を行う。

　　(2) 評価結果を踏まえ、今後の協力方針についてフィリピン側と協議し、ミニッツ等で確認

する。

　　(3) 評価結果から、今後の協力のあり方や評価の実施方法の改善に資する提言及び教訓等を

導き出す。
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　 月　日 　　鉱開部 　　　コンサルタント 　　プロジェクトチーム

３月７日 　　第１回勉強会（評価デザインの協議） 　　（資料・議事録送付）

３月中～下旬
調査項目・データ収集方法 　　

（データ収集）
の検討

３月26日 　　第２回勉強会（評価グリッドの協議） 　　（資料・議事録送付）　

３月29日 　　　　　対処方針会議（方針決定） 　　（資料・議事録送付）

現地調査 　　　　　　　　　４月７日～４月19日（詳細別紙参照）

４月26日 　　　　　　　　帰国報告会 　　（資料・議事録送付）

５月 　　　　　　報告書の作成・配布

１－２　調査団員構成と全体スケジュール１－２　調査団員構成と全体スケジュール１－２　調査団員構成と全体スケジュール１－２　調査団員構成と全体スケジュール１－２　調査団員構成と全体スケジュール

　 分　野 　氏　名 所　属

団　長 加藤　正明 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　鉱工業開発協力第二課長

技術協力計画 山本　智 経済産業省原子力安全保安院鉱山保安課　経済産業技官

技術移転計画 浅井　克博 財団法人国際鉱物資源開発協力協会　総務部長

評価管理 井出　悦子 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　鉱工業開発協力第二課

Jr.専門員

評価分析 熊谷　研一 株式会社インダストリアルサービス・インターナショナル

国際協力部　技術担当部長
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１－４　主要面談者リスト１－４　主要面談者リスト１－４　主要面談者リスト１－４　主要面談者リスト１－４　主要面談者リスト

　日本側

　・在フィリピン日本国大使館

堺井　啓公 一等書記官

　・JICAフィリピン事務所

中垣　長睦 所　長

小原　基文 次　長

高田　裕彦 次　長

勝又　晋 職　員

　・鉱山環境管理計画プロジェクト

宇佐美　毅 チーフアドバイザー

日順 　　日　付
　　　　　　　　　　　　　　　　行　　　　程

宿泊地
　　　　　　官　団　員 　　　　　　コンサルタント

 
１ ４月７日(日)

移動JL 741（成田9:45発→Manila
Manila

13:25着）

 ２ 　　８日(月) 評価作業（施設等視察、資料整理等） Manila

 
３ 　　９日(火)

評価作業（PDME検討、個別インタビュ
Manila

ー等）

 
４ 　　10日(水)

移動JL 741（成田9:45発→Manila 評価作業（個別インタビュー等）
Manila

13:25着）

JICA事務所打合せ 評価作業

 ５ 　　11日(木)
日本国大使館表敬

Manila
施設等視察・C/P(MGB幹部)

　　　　　　　　　　 インタビュー

 
６ 　　12日(金)

長期専門家インタビュー、打合せ 評価作業
Manila

玉置個別専門家（投資委員会）訪問

 
７ 　　13日(土)

インタビュー結果とりまとめ・評価　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　報告書作成　評価作業とりまとめ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Manila

　
８ 　　14日(日)

コンサルタントから官団員への評価報告書（案）及び評価グリッド（案）説明・
Manila

修正

 ９ 　　15日(月) 合同評価委員会（評価報告書・評価グリッド説明・確認） Manila

 10 　　16日(火) 合同評価委員会（M/M確認） Manila

 
11 　　17日(水)

合同調整委員会
Manila

終了時評価表及びM/M署名・交換

 
12 　　18日(木)

JICA事務所報告
Manila

日本国大使館報告

 13 　　19日(金) 移動JL 746（Manila 9:30発→成田14:45着） 　―

１－３　現地調査日程１－３　現地調査日程１－３　現地調査日程１－３　現地調査日程１－３　現地調査日程
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近藤　康雄 業務調整

小島　義一 鉱山環境モニタリング

渡部　武雄 化学分析

青木　篤 鉱山環境管理

　・JICA個別専門家

玉置　雅治 フィリピン投資委員会（BOI）投資アドバイザー

　フィリピン側

　・環境天然資源省（DENR）

Mr. Ramon J. PAJE Under secretary for Environment and

　　National Resources Operations

Mr. Juan C. RANA Director, Foreign-Assisted and

　　Special Projects Office （FASPO）

　・国家経済開発庁（NEDA）

Mr. Victor E. S. Datu Director

Mr. Brenda S. Mendoza Project monitoring staff

　・環境管理局（EMB）

Mr. Julian D. Amador Director

　・鉱業協会（Chamber of Mine）

Mr. Nelia C. Halcon Executive Vice President

　・鉱山地球科学局（MGB）

Mr. Horacio C. Ramos Project Director

Mr. Edwin G. Domingo Project Manager

Mr. Reynaldo R. Zabala Project Coordinator

Mr. Juancho Pablo S. Calvez Technical Consultant

Mr. Michael V. Cabalda Technical Consultant

Mr. Antonio N. Apostol Technical Consultant

　（for Mr. Romeo L. Almeda）

Mr. Roland A. de Jesus Financial Advisor

Mr. Edmon V. Dino Mine Environmental Monitoring Team Leader

Mrs. Teresita P. Balmes Environmental Chemical Analysis Team Leader

Mr. Juliet M. Miguel Environmental Management Team Leader

Mr. Lilian A. Rollan Staff Training Team Leader



１－５　終了時評価用１－５　終了時評価用１－５　終了時評価用１－５　終了時評価用１－５　終了時評価用PDM（（（（（PDMe）））））
　　　　　プロジェクト名：フィリピン鉱山環境管理計画プロジェクトプロジェクト名：フィリピン鉱山環境管理計画プロジェクトプロジェクト名：フィリピン鉱山環境管理計画プロジェクトプロジェクト名：フィリピン鉱山環境管理計画プロジェクトプロジェクト名：フィリピン鉱山環境管理計画プロジェクト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期間：1999年７月１日～2002年６月30日
　日本側実施機関：JICA 　　　相手側実施機関：鉱山地球科学局

　対象地域：フィリピン国　　　ターゲットグループ：鉱山地球科学局の職員 2002年４月終了時評価用

　　　　　プロジェクトの要約　　　　　プロジェクトの要約　　　　　プロジェクトの要約　　　　　プロジェクトの要約　　　　　プロジェクトの要約
上位目標上位目標上位目標上位目標上位目標
鉱業活動に起因する水質及び土壌汚染におけ
る鉱山地球科学局（MGB）（本部及び全地域
事務所）の鉱山環境管理能力が向上する

プロジェクト目標プロジェクト目標プロジェクト目標プロジェクト目標プロジェクト目標
鉱業活動に起因する水質及び土壌汚染におけ
る鉱山環境管理に必要な人材がMGB（本部）
で育成される

成果成果成果成果成果
０．プロジェクトの管理・運営体制が確立さ
　れる

１．MGBの技術職員による分析・測定試験用
　機材の操作・保全・管理が可能になる。

２．MGBの鉱山環境モニタリング機能が水質
　及び土壌汚染分野で整備強化される

３．MGBの水質及び土壌汚染分野における環
　境管理技術の評価機能が強化される

４．MGBの鉱山環境アセスメント報告書の評
　価機能が強化される

５．MGBの鉱山環境管理分野における教育・

　研修機能が強化される

　　　　　　　　　　　　　　指　　　　　標　　　　　　　　　　　　　　指　　　　　標　　　　　　　　　　　　　　指　　　　　標　　　　　　　　　　　　　　指　　　　　標　　　　　　　　　　　　　　指　　　　　標
１．MGBの主要事務所に、MGBが実施する鉱山環境管理に関する教育・研修プ
　ログラム修了者が適切な人数分確保される。
２．MGBが水質・土壌汚染防止に係る鉱山環境管理規則・基準、組織・体制を整
　備する。
３．優先５地方事務所の施設・設備が向上する。
４．MGBによる鉱山環境モニタリングの頻度・測定・解析が改善され、問題鉱
　山・選鉱場に対し、鉱山環境管理の指導が行なわれ、対策が講じられる。
５．鉱山・選鉱場における水質・土壌汚染違反発生件数が減少する。
１．2002年までにカウンターパート（C/P）の水質及び土壌汚染に関する鉱山環境
　管理技術が、独力で他の技術者を指導できるレベルに到達する
（トレーナーズ・トレーニングに関し各分野のC/P全員が合格と評価されること）
２．2002年までにMGBが水質及び土壌汚染に関する鉱山環境管理に必要な中長期
　的な人材教育訓練・配置計画を策定する。

０－１　MGBの人員が計画通り配置されている。
０－２　MGBの予算が計画通り執行されている。

１―１　2002年までにC/Pが分析・測定試験用機材の操作・保守・管理技術に習熟
　　　している。
１－２　2002年までに分析・測定機材の操作・保守・管理に関するマニュアル・
　　　記録が整備される。
２－１　2002年までにC/Pが水質及び土壌に係るモニタリングに関する知識・実務
　　　に習熟している（担当専門家によるグループ評価が全項目にわたりOKであ
　　　ること）。

２－２　2002年までに上記の対象分野について、C/Pが技術に習熟するうえで必要
　　　なトレーニングマテリアルが整備される。
３－１　2002年までにC/Pの環境管理技術とその評価に関する知識・実務に習熟し
　　　ている(担当専門家によるグループ評価が全項目にわたりOKであること)。
３－２　2002年までに環境管理技術とその評価について、C/Pが技術に習熟するう
　　　えで必要なトレーニングマテリアルが整備される。
４－１　2002年までに水質及び土壌汚染分野における鉱山環境アセスメントとそ
　　　の評価に関する知識・実務にC/Pが習熟している（担当専門家によるグルー
　　　プ評価が全項目にわたりOKであること)。
４－２　2002年までに水質及び土壌汚染分野におけるC/Pの鉱山環境アセスメント
　　　報告書とその評価について、C/Pが技術に習熟するうえで必要なトレーニン
　　　グマテリアルが整備される。
５－１　2002年までに水質及び土壌汚染分野の教育・研修に必要な知識・手法に
　　　すべての分野のC/Pが習熟している（担当専門家によるグループ評価が全項
　　　目にわたりOKであること)。
５－２　2002年までにMGBが技術者養成を実施するうえで必要なトレーニングマ
　　　テリアルが整備される。
５－３　2002年までにMGB技術職員の水質、及び土壌汚染分野における基礎知識
　　　が向上する。

　　　　　　　　指標の入手手段　　　　　　　　指標の入手手段　　　　　　　　指標の入手手段　　　　　　　　指標の入手手段　　　　　　　　指標の入手手段
１．MGBの鉱山環境管理に関する教育･研修受講者記録
２．鉱山環境管理規則・基準、MGBの組織・体制、
３．MGBの施設及び設備のリスト
４．MGB及び地方政府の鉱山環境管理指導実施記録
５．MGB及び地方政府の水質・土壌汚染監視記録

１－１　C/Pの予備トレーナーズトレーニング記録
１－２　専門家によるC/Pの試験記録
２．MGBの鉱山環境管理中長期人材計画

０－１　MGBの人員配置記録
０－２　MGBの予算執行記録

１－１ａ　モニタリング・評価記録
１－１ｂ　C/Pへの面接、アンケート調査
１－２ａ　機材操作・保守・管理・マニュアル類
１－２ｂ　機材の使用記録､修理点検記録
２－１ａ　モニタリング評価記録（水質・土壌資料採
　　　　取実施記録､測定・分析実施記録､モニタリン
　　　　グ結果の解析・評価記録）
２－１ｂ　C/Pへの面接、アンケート調査
２－２　トレーニングマテリアル

３－１ａ　モニタリング・評価記録
３－１ｂ　C/Pへの面接、アンケート調査
３－２　トレーニングマテリアル

４－１ａ　モニタリング・評価記録
４－１ｂ　C/Pへの面接、アンケート調査
４－１ｃ　鉱山環境アセスメント報告書の評価記録
４－２　トレーニングマテリアル

５－１ａ　モニタリング・評価記録
５－１ｂ　C/Pへの面接、アンケート調査

５－２　トレーニングマテリアル

５－３ａ　研修コース・セミナー開催記録、受講者数
５－３ｂ　研修受講者へのアンケート調査

　　　　　　　　外部条件　　　　　　　　外部条件　　　　　　　　外部条件　　　　　　　　外部条件　　　　　　　　外部条件
ａ．政府並びに鉱業界による鉱山環境管理・
　政策が継続される。
ｂ．MGBとEMB間の連携が適切に維持さ
　れる。
ｃ．MGBの鉱山環境管理に関する教育・研修
　プログラム修了者が定着する。

ａ．専門家による訓練を受けたC/PのMGBで
　の勤務が継続される。
ｂ．MGBの鉱山環境管理活動に必要な費用・
　人材が確保される。

ａ．専門分野に適切にC/Pが配置される。

ｂ．プロジェクト運営経費が適切に確保され
　る。
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活動活動活動活動活動
０－１　計画に従い人員を配置する。
０－２　業務活動計画を策定する。
０－３　予算計画を策定する。
１－１　施設機材整備計画を策定し、調達・
　　　維持管理を実施する。
１－２　供与機材の据付・操作指導・整備維
　　　持管理を実施する。
１－３　整備・維持管理マニュアルを作成す
　　　る。

２－１　水質・土壌汚染のモニタリング技術
　　　を修得する。
２－２　水質・土壌汚染分析用資料採取手法
　　　を導入し､トレーニングマテリアルを
　　　作成する。
２－３　水質・土壌のオンサイト測定・分析
　　　技術を導入し、トレーニングマテリア
　　　ルを作成する。
２－４　水質・土壌の室内測定・分析技術を導
　　　入しトレーニングマテリアルを作成する。
２－５　水質・土壌の測定・分析結果の評価
　　　手法を導入しトレーニングマテリアル
　　　を作成する。
３－１　環境管理技術に関する技術情報を修
　　　得する。
３－２　坑廃水・廃滓処理に関する環境管理
　　　技術を修得し、トレーニングマテリア
　　　ルを作成する。
４－１　鉱山環境アセスメントに関する技術
　　　情報を修得する。
４－２　鉱山環境アセスメント報告書の評価
　　　に関する技術情報を修得する。
５－１　研修計画を策定する。
５－２　研修教材を作成する。
５－３　研修を実施する。
５－４　研修受講者へアンケートを実施する。

投入投入投入投入投入
フィリピン側

１．建物・施設の提供
① 建物・施設の改修
② 供与機材の据付
③ 専門家執務室の提供
④ C/Pの執務室の整備
⑤ 研修室の整備

２．人員の配置
① プロジェクトダイレクター　　　 1名
② プロジェクトマネージャー　　　 1名
③ テクニカルコンサルタント　　　 4名
（環境コンサルタント１名、地質コンサルタント１名、精錬コン
サルタント１名、財務アドバイザー１名）
④ プロジェクトコーディネーター　 1名
⑤ 技術C/P　　　　　　　　　　　 21名
⑥ 支援スタッフ　　　　　　　　　 9名
（事務系職員１名、運営補助職員３名、技術支援職員５名）

３．資機材の調達

４．ローカルコスト
　　　1999年　　　12万0,050　USドル
　　　2000年　　　12万6,525　USドル
　　　2001年　　　12万8,000　USドル
　　　2002年　　　12万9,425　USドル

日本側

１．専門家の派遣
１－１　長期専門家
　　①　チーフアドバイザー　　　１名
　　②　業務調整員　　　　　　　１名
　　③　鉱山環境モニタリング　　１名
　　④　環境化学分析　　　　　　１名
　　⑤　鉱山環境管理　　　　　　１名
１－２　短期専門家（必要に応じて）
　　①　鉱山環境モニタリング
　　②　化学分析
　　③　鉱山環境管理
　　④　鉱山環境アセスメント
２．研修員受入
　　日本研修　年間約２名

３．供与機材
　（技術供与に必要な機材）
     １年目　約　1,07万5,000  USドル  (約１億3,000万円)
     ２年目　約　  13万3,600   USドル  (約　1,700万円)

ａ．MGBの鉱山環境管理機能の向上計画が中
　央・地方政府、業界などの関係組織によっ
　て継続的に支持される。
ｂ．供与機材の通関が円滑に行なわれる。
前提条件前提条件前提条件前提条件前提条件
鉱山環境管理に関するMGBとEMB間の協定
が継続される。

投入投入投入投入投入

トレーニングマテリアルとは各専門分野グループにより作成されるハンドブック、マニュアル、視聴覚教育用資料を指す。

-6-



－7－

１－６　１－６　１－６　１－６　１－６　PDMe検討に当たって検討に当たって検討に当たって検討に当たって検討に当たって

　１．見直し作業

　　　中間評価報告書（2001年２月）四半期報告によれば、PDM Version１以降、プロジェク

トにおいてPDMの見直しは行われていない。また、表現も評価遂行上問題なしと判断し、上

位目標・プロジェクト目標・成果・活動に関してはPDM Version１のままとした。

　　　このプロジェクトにおいて、中間評価時に指標が明確にされ、その多くは論理的であり、

調査可能と判断されるため、今回終了時調査用PDMe作成に当たっては、中間評価時作成の

PDMe指標について検討した。

　　　なお、PDM Version０から中間評価用PDMeへの指標、外部条件の検討に関しては「フィリピ

ン共和国鉱山環境管理計画運営指導調査団報告書（2001年２月）｣ｐ23～31を参照されたい。

　２．上位目標の指標

　中間評価用PDMe

　１．鉱山地球科学局（MGB）の主要事務所に、MGBが実施する鉱山環境管理に関する教育･研

　　修プログラム修了者が適切な人数分確保される。

　２．MGBが主要な鉱山を対象とした水質・土壌汚染防止に係る鉱山環境管理計画を策定する。

　３．鉱山・選鉱場における水質・土壌汚染報告件数が減少する。

　終了時評価用PDMe

　１．MGBの主要事務所に、MGBが実施する鉱山環境管理に関する教育・研修プログラム修

　　了者が適切な人数分確保される。

　２．MGBが水質・土壌汚染防止に係る鉱山環境管理規則・基準、組織・体制を整備する。

　３．優先５地方事務所の施設・設備が向上する。

　４．MGBによる鉱山環境モニタリングの頻度・測定・解析が改善され、問題鉱山・選鉱場に

　　対し鉱山環境管理の指導が行なわれ、対策が講じられる。

　５．鉱山・選鉱場における水質・土壌汚染違反発生件数が減少する。

　　　フィリピンの求める「鉱山管理能力」とは、1998年の報告書によれば、モニタリングに必

要な制度、環境影響評価制度（EIA）への対処能力、環境配慮型鉱山技術の振興、汚染予

防・緩和・制御対策の普及促進、訓練計画である。

　　　この意味を踏まえ、「人員の配置」（指標１）の次に、「制度（規則基準、組織体制）の

整備」（指標２）が行われ、そのうえに立脚した「MGBのモニタリング」「指導」を徹底し

(指標４)、「汚染件数が減る」ことを指標として設定した。
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　　　なお、ポスト評価がプロジェクト終了後３～５年の間に実施されることを前提にプロジェ

クトマネージャー（MGB副局長エドウィン・G・ドミンゴ氏）と指標につき協議したとこ

ろ、フィリピン側より地域事務所への鉱山環境管理活動の展開が重要であるとし、「優先５

地方事務所の施設・設備が向上する」（指標３）が追加された。

　　　３～５年間で果たして、汚染報告件数を減少させることができるか否かの当方の疑問に対

し、フィリピン側は「違反発生件数が減少する」（指標５）との書換えのみでこの指標を残

しておくことを主張した。

　３．プロジェクト目標の指標

　中間評価用PDMe

　１．2002年までにカウンターパート（C/P）の水質、及び土壌汚染に関する鉱山環境管理技術

　　が､独力で他の技術者を指導できるレベルに到達する。

　２．2002年までにMGBが水質、及び土壌汚染に関する鉱山環境管理に必要な中長期的な人材

　　育成計画を策定する。

　終了時評価用PDMe

　１．2002年までにC/Pの水質及び土壌汚染に関する鉱山環境管理技術が､独力で他の技術者を

　　指導できるレベルに到達する。

　　（トレーナーズ・トレーニングに関し各分野のC/P全員が合格と評価されること）

　２．2002年までにMGBが水質及び土壌汚染に関する鉱山環境管理に必要な中長期的な人材

　　教育訓練・配置計画を策定する。

　　　指標１．の「---レベルに到達する」の具体的指標として、昨年及び今年、実施されたト

　レーナー訓練実習である「トレーナーズ・トレーニング」の評価を主たる評価指標にした。

　　　指標２．の中長期的な育成計画を、「教育訓練・配置」と具体化した。

　４．成果の指標

　　①　成果０　　変更なし

　　②　成果１　　１－１　「操作」が脱落していたので追加した

　　　　　　　　　１－２　帳票類を「マニュアル・記録」と具体化した

　中間評価用PDMe

　1―１　2002年までにC/Pが分析・測定試験用機材の保守・管理技術に習熟する。

　1－２　2002年までに分析・測定機材の保守・管理に関する帳票類が整備される。
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　終了時評価用PDMe

　１－１　2002年までにC/Pが分析・測定試験用機材の操作・保守・管理技術に習熟している。

　１－２　2002年までに分析・測定機材の操作・保守・管理に関するマニュアル・記録が整備

　　　　される。

　　③　成果２　２－２

　　　　「当該分野での知識・技能」が修得され、「トレーニングマテリアル」が作成されるこ

とが、「強化機能」の｢成果｣であり、このC/Pが達成した「成果」を持って、トレーナー

として活動可能となれば、プロジェクト目標の「指導できるレベル」が達成されることに

なる。この論理で指標を修正した。

　　④　成果５　ここでC/Pが求められているものは「教え方」の「知識」「手法」であると判

断し、指標を変更した。

　中間評価用PDMe

　２－１　2002年までに以下の対象分野について、C/Pの技術が他のMGB技術者へ技術移転可

　　　　　能なレベルまでに向上する。

　　　　　(1)モニタリングに必要な基本知識(2)水質・土壌サンプリング技術(3)水質及び土

　　　　　壌汚染の現場測定技術(4)水質及び土壌汚染のラボ分析技術(5)水質及び土壌汚染の

　　　　　モニタリング結果の解析・評価技術。

　２－２　2002年までに上記の対象分野について、C/Pが技術に習熟するうえで必要なトレー

　　　　　ニングマテリアルが整備される。

　３－１　2002年までにC/Pの環境管理技術の評価能力が、他のMGB技術者へ技術移転可能な

　　　　　レベルまで向上する。

　３－２　2002年までに環境管理技術の評価技術について、C/Pが技術に習熟するうえで必要

　　　　　なトレーニングマテリアルが整備される。

　４－１　2002年までに水質及び土壌汚染分野におけるC/Pの鉱山環境におけるC/Pの鉱山環

　　　　　境アセスメントの評価能力が向上する。

　４－２　2002年までに水質及び土壌汚染分野におけるC/Pの鉱山環境アセスメント報告書の

　　　　　評価技術について、C/Pが技術に習熟するうえで必要なトレーニングマテリアルが

　　　　　整備される。
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　５－１　2002年までに水質及び土壌汚染分野においてC/Pの技術移転能力（トレーナー能力）が、

他のMGB技術者を育成可能なレベルにまで向上する。

　５－２　2002年までにMGBが中長期技術者技術者養成計画を策定する。

　５－３　2002年までにMGBが技術者養成計画を実施するうえで必要なトレーニングマテリ

　　　　　アルが整備される。

　５－４　2002年までにMGB技術職員の水質及び土壌汚染分野における基礎知識が向上する。

　終了時評価用PDMe

　２－１　2002年までにC/Pが水質及び土壌に係るモニタリングに関する知識・実務に習熟し

　　　　　ている（担当専門家によるグループ評価が全項目にわたりOKであること)。

　２－２　2002年までに上記の対象分野について、C/Pが技術に習熟するうえで必要なトレー

　　　　　ニングマテリアルが整備される。

　３－１　2002年までにC/Pの環境管理技術とその評価に関する知識・実務に習熟している（担

　　　　　当専門家によるグループ評価が全項目にわたりOKであること)。

　３－２　2002年までに環境管理技術とその評価について、C/Pが技術に習熟するうえで必要

　　　　　なトレーニングマテリアルが整備される。

　４－１　2002年までに水質及び土壌汚染分野における鉱山環境アセスメントとその評価に関

　　　　　する知識・実務にC/Pが習熟している（担当専門家によるグループ評価が全項目に

　　　　　わたりOKであること)。

　４－２　2002年までに水質及び土壌汚染分野におけるC/Pの鉱山環境アセスメント報告書と

　　　　　その評価について、C/Pが技術に習熟するうえで必要なトレーニングマテリアルが

　　　　　整備される。

　５－１　2002年までに水質及び土壌汚染分野の教育・研修に必要な知識・手法にすべての分

　　　　　野のC/Pが習熟している（担当専門家によるグループ評価が全項目にわたりOKであ

　　　　　ること)。

　５－２　2002年までにMGBが技術者養成を実施するうえで必要なトレーニングマテリアル

　　　　　が整備される。

　５－３　2002年までにMGB技術職員の水質及び土壌汚染分野における基礎知識が向上する。

　５・外部条件の変更

　　①　プロジェクト目標の外部条件

　　　ｂ．必要とされる費用はMGBの人員育成計画のみならず、鉱山環境管理活動全般であるた
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め、修正した。

　中間評価用PDMe

　ａ．専門家による訓練を受けたC/PのMGBでの勤務が継続される。

　ｂ．MGBの人員育成計画に必要な費用・人材が確保される。

　終了時評価用PDMe

　ａ．専門家による訓練を受けたC/PのMGBでの勤務が継続される。

　ｂ．MGBの鉱山環境管理活動に必要な費用・人材が確保される。

　６．その他

　　　MGBという表現では「本部（Central  Of f ice）を指すのか、「本部及び地域事務所

（Regional Offices）を指すのかがあいまいであるため、「上位目標」ではMGB（本部及び

全地方事務所）また、「プロジェクト目標」ではMGB（本部）と括弧書きで付記した。
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１．評価用
PDMの確
定

２．評価調
査方法
　（手順）

３．計画達
成度の確
認

2001年２月の運営指導調査（中間評
価）に基づきPDMを改定している。

全体実施計画（Plan of Operation,
P O）及び年次実施計画（A n n u a l
Plan of Operation: APO）に従い協
力を実施している。現時点での計画
達成度は以下のとおり。

(1) 投入実績
 日本側
  １）長期専門家　計５名
  　チーフアドバイザー　 １名
  　業務調整員　　　　　 １名
　  化学分析　　　　　　 １名
    鉱山環境管理計画　　 １名
    鉱山環境モニタリング １名

指標の妥当性及び指標データ入手手段の
入手可能性を含め、左記の内容を日本側
評価チームとフィリピン側の間で協議
し、修正の必要な点は修正し評価用PDM
とする。

調査方法概略は以下のとおり。フィリピ
ン側評価チームとの協議に際し、これを
説明し理解を得る。

調査方法
(1) 評価用PDMを基に、評価グリッドを
作成し、調査項目、確認事項、情報源
を整理する。なお、主な情報源は以下
のとおり。
　・日本人専門家、C/P、関係機関、研修
受講者、受講者の配属先（質問票及
びインタビューにより情報収集）

　・プロジェクト実施状況を示す各種資
料（プロジェクト四半期報告書、専
門家報告書、調査団報告書等）

(2) 評価グリッドに沿って情報を入手・
整理したうえで評価５項目（効率性、
有効性、インパクト、妥当性、自立発
展性）により終了時評価調査として調
査結果をとりまとめる。

(3) フィリピン側評価委員会と協議のう
え、合同評価調査報告書としてとりま
とめる。

(4) 残余協力期間内の協力方針、協力期
間終了後の対処方針、その他突起事項
についてフィリピン側と協議・確認
し、必要に応じミニッツに記載する。

左記について最新の進捗状況を踏まえ、
既存・収集資料から確認する。

左記の通り確認し、評価用
PDMを確定した。

調査方法(1)～(4)を説明し、
理解を得た。

最新の進捗状況を踏まえ、既
存・収集資料から確認した。
（M/M ANNEX５．７～13参
照）

 調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果

２．調査・協議結果概要
２－１　調査結果２－１　調査結果２－１　調査結果２－１　調査結果２－１　調査結果
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４．評価５
項目によ
る整理

５．効果発
現に貢献
した要因

  ２）短期専門家　計13名

  ３）研修員受入　計８名

  ４）機材供与　(約１億8,000万円)

 フィリピン側
　１）C/P要員配置
　　プロジェクト運営メンバー
　　鉱山環境モニタリング
　　化学分析
　　鉱山環境管理
　　スタッフトレーニング
　　サポーティングスタッフ

　２）施設等設備

　３）ローカルコスト
　４）その他

(2) 活動の実施状況
現行年次計画に基づき実施されてい
る。

左記につき最新の進捗状況を踏まえ、既
存・収集資料から現状を確認する。ま
た、残余協力期間の見通しを確認する。

評価５項目について既存資料・収集資
料・ヒアリングにより状況を確認し、
フィリピン側評価チームと合同で評価す
る。

・上記４のインパクトをもたらすにあ
たって貢献した要因及びその問題点を
あげるとともに、それを惹起した要因
を整理する。

最新の進捗状況を踏まえ、既
存・収集資料から現状を確認
した。(M/M ANNEX17 参照）
また協力期間終了までの活動
として５月下旬に「東南アジ
アシンポジウム」をセブ島に
て開催予定であることを確認
した。

フィリピン側評価チームと評
価５項目（効率性、有効性、
インパクト、妥当性、自立発
展性）について既存・収集資
料・ヒアリング等により合同
評価を行い、合同評価報告書
を作成した。
（合同評価報告書及び評価調
査結果・評価グリッド参照）

・新技術・機械の導入により
MGB職員の士気が向上
・本プロジェクト主催のシン
ポジウム、セミナー、ワー
クショップ等への多数参加
（総数は800名）
・C/Pのみならず、MGB地方
事務所職員1 2 2 名もトレー
ナーズトレーニングコース
に参加
・モニタリング活動を通じ、地
　域住民のMGB環境管理活動
　に対する理解促進に貢献(合
　同評価報告書及び評価調査結
　果・評価グリッド参照)

 調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果
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６．提言・
教訓

７．今後の
計画

１ ） プ ロ
ジェクト
終了時ま
で

２）延長ま
たはフォ
ローアッ
プの可能
性

３）フェー
ズⅡの要
請

年間実行計画により実施

(1) 提言
評価調査結果から残余協力期間（2002年
６月末まで）のプロジェクト実施に資す
る提言を導く。また同調査結果から実施
機関の将来に向けての提言を導く。

(2）教訓
評価調査結果から今後のプロジェクト実
施の改善に資する教訓を抽出する。

左記を確認し、必要に応じてM/Mに記載
する。

本プロジェクト終了時までに当初予定さ
れていた技術移転は終了される見込みで
あることから追加協力はしない旨説明す
る。

平成15年度新規案件として要請がなされ
た段階で改めて検討する。

(1) 提言
以下４点をM/Mに記載した。
・供与された資機材の維持・
管理費を確保する
・移転された知識・技術を実
際の環境管理に活用し、自
助努力により地方展開を図
る。
・MGB幹部職員による政策決
定者への鉱業分野の重要
性・鉱山環境管理の持続に
関する働きかけ（予算確
保）
・地域住民やNGOに対する啓
蒙活動
（合同評価報告書及び評価調
査結果参照）

（2）教訓
・積極型環境保全協力のス
キームにて、要請からプロ
ジェクト開始までが短期間
であったため、フィリピン
側の緊急性と合致したもの
であったが、事前の調査段
階における相互理解、技術
移転計画・活動内容に関す
る十分な時間の確保が必要
であった。
・供与機材、仕様・メンテナ
ンスの確認、調達期間を考
慮した計画の策定
・トレーナーズトレーニング
における評価法の活用（ト
レーナー評価）
（合同評価報告書及び評価調
査結果参照）

５月下旬に「東南アジアシン
ポジウム」をセブ島にて開催
予定である。

延長、フォローアップについ
ては協議の際、特に強い要請
はなされず、今後は自助努力
にて地方展開（地域事務所強
化）を図るべきことをM/Mに
記載した。
またフェーズⅡについては、
現在NEDAにおいて新規案件
として手続きが進捗している。

 調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果
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２－２　評価グリッド２－２　評価グリッド２－２　評価グリッド２－２　評価グリッド２－２　評価グリッド

　２－２－１　計画の達成

　　(1) 上位目標＜上位目標の達成度（見込み）＞

　　　上位目標：鉱業活動に起因する水質及び土壌汚染における鉱山地球科学局（MGB）（本部

及び全地域事務所）の鉱山環境管理能力が向上する。

１．MGBの主要事務所に、
MGBが実施する鉱山環境
管理に関する教育･研修プ
ログラム修了者が適切な
人数分確保される。
２．MGBが水質･土壌汚染
防止に係る鉱山環境管理
規則・基準、組織・体制
を整備する。

３．優先５地方事務所の施
設・設備が向上する。
４．MGBによる鉱山環境
モニタリングの頻度・測
定・解析が改善され、問
題鉱山・選鉱場に対し、
鉱山環境管理の指導が行
われ、対策が講じられる。
５．鉱山･選鉱場における
水質･土壌汚染違反件数
が減少する。

M G Bの鉱山環境管理
に関する教育･ 研修受
講者記録

・鉱山環境管理規則・
基準

・MGB（中央・地方）
の組織・体制

３．M G Bの施設及び
設備のリスト

・鉱山・選鉱場に対す
る鉱山環境管理指導
実施実績

・M G B及び地方政府
の水質・土壌汚染監
視実績

MGBは鉱山環境管理強化のために1998年より職員の増員を開始、2002
年に人員の適正配置を完了。本プロジェクトにおいて試験的ではあるが
地方事務所を含む一部職員に対して、C/Pによる技術移転を行った。
（トレーナーズ・トレーニング）
（ANNEX４－２、ANNEX-15、トレーナーズ・トレーニング報告書）
プロジェクト終了後の体制が示された。それによれば、プロジェクトで
養成された技術者（C/P）が地方事務所の職員に対する教育を行う。鉱山
の環境モニタリングはMGB自身が行う他にも、MGB、EMB、地方事務
所、NGO、鉱山会社等で結成されている合同モニタリングチーム（Multi-
Partite Monitoring Team : MMT）によっても行われる。このMMTの技
術者養成はC/Pの教育を受けた地方事務所の職員が行うことになる。
プロジェクトから移転された技術・規則基準を導入した規則基準は今の
ところ作成されていない。
３．全部で14ある地方事務所の中から、主要５事務所を選定、施設・設
備の改善計画が策定されている。

４．計画の段階であり、技術移転の結果として生じた成果は今のところ
ない。

５．データなし。

 指標 必要な情報・データ 調査結果

１．2002年までにC/Pの水
質及び土壌汚染に関する
鉱山環境管理技術が､独
力で他の技術者を指導で
きるレベルに到達する
（トレーナーズ・トレーニ
ングに関し各分野のC/P
全員が合格と評価される
こと)。

２．2002年までにMGBが水
質及び土壌汚染に関する
鉱山環境管理に必要な中
長期的な人材教育訓練・
配置計画を策定する。

・予備トレーナーズ・
トレーニングでの

　C/P評価
・専門家のC/P評価

・M G Bの中長期人材
教育訓練・配置計画

2001年８月（全体コース）、2002年２月（部門別コース）の２度にわた
りトレーナーズ・トレーニングコースが開催された。このコースの主目
的の１つである「C/Pが独力で他の技術者を指導できるレベルに到達した
か」の評価が実施された。評価は講義に関しては「講義内容」｢視覚教
材｣「話し方」「精通性」の４項目で行われ、実技に関しては「トレーニ
ング能力」｢内容」の２項目で行われた。評価者は全体コースが、MGB
レーダー、トレーナーズトレーニンググループのC/P、長期専門家、また
部門別コースにおいては各部門の長期専門家とトレーニーであった。評
価の結果は両コースにおいて、トレーニングにあたった全てのC/Pが全項
目に関して３以上を獲得、「合格」の評価を得ている。評価は多角的に
おこなわれて妥当性を有しており、プロジェクト目標はこの指標に関し
ては達成されたといえる。
またアンケート調査においてもすべてのC/Pがすべてあるいは一部の技術
移転部分に関して他の技術者を指導できると回答している。
（プロジェクト作成「トレーナーズ・トレーニング報告書」、ANNEX-21）
・中長期計画が策定されている。(ANNEX-23)

 指標 必要な情報・データ 調査結果

　　(2) プロジェクト目標　　＜プロジェクト目標達成度＞

　　　プロジェクト目標：鉱業活動に起因する水質及び土壌汚染における鉱山環境管理に必要な

人材がMGB（本部）で育成される。
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　　(3) 成　果

　　　成果０：プロジェクトの管理・運営体制が確立される。

０－１．MGBの人員が計
画通り配置されている。

０－２．MGBの予算が計
画通り執行されている。

・MGBの人員配置
・MGBの予算の執行

日本側は当初計画通りに、フィリピン側は当初計画より技術C/P２名が増
強（当初計画:21名、2002年３月末:23名）された人員配置がなされてい
る。技術C/Pの増加はプロジェクト終了後の地方事務所に対する技術職員
養成事業の展開には重要な事項であり、妥当であると判断される。
（ANNEX-５、９、10、11）
予算計画は適切な時期に策定され、ほぼ適切に管理されている。

 指　標 必要な情報・データ 調査結果

　　　成果１：MGBの技術職員による分析・測定試験用機材の操作・保全・管理が可能になる。

１―１　2002年までにC/P
が分析・測定試験用機材の
操作・保守・管理技術に習
熟している。

１－２　2 0 0 2年までに分
析・測定機材の操作・保
守・管理に関するマニュア
ル・記録が整備される。

・C/Pの機器の操作・
保守・管理に対する
習熟度

・機器の操作・保守・
管理のマニュアル・
記録の整備

プロジェクト初期においては外部条件の阻害による現地調達機材の入荷
が遅れたが、それを除けば計画通りの供与が実施された。供与した全て
の機器に関し、操作・保守・管理技術の技術移転がなされた。中間評価
時に指摘された、薬品等の管理に関してもフィリピン大学助教授による
研修が５月に予定されている。（ANNEX-７）
主要機機器の操作。保守・管理のマニュアル・記録についてはすべて整
備され、実験室等に保管されている。

 指　標 必要な情報・データ 調査結果

　　　成果２：MGBの鉱山環境モニタリング機能が水質及び土壌汚染分野で整備強化される。

２－１　2002年までにC/P
が水質及び土壌に係るモニ
タリングに関する知識・実
務に習熟している（担当専
門家によるグループ評価が
全項目にわたりOKである
こと)。

２－２　2002年までに上記
の対象分野について、C/P
が技術に習熟するうえで必
要なトレーニングマテリア
ルが整備される。

・C/Pの鉱山環境モニ
タリングの知識・実
務の習熟度

・鉱山環境モニタリン
グトレーニングマテ
リアルの作成

この分野は環境モニタリンググループ、及び環境化学分析グループの２
グループに分けて技術移転が行われた。
(1) モニタリンググループに関しては５月初旬にC/Pが自ら立案・モニ
タを行う最終実習を計画中である｡講義・実技ともほぼ計画通りに技術移
転が行われた。技術移転の特徴は３つの鉱山地区で定期的な実習を主体
として行ったことである。知識・実習の評価は長期専門家が出席率及び
レポートの内容等を尺度に半年毎に行われた。
その結果は１部C/Pに時期的に出席率の低下が見受けられたものの、いず
れの半年間においても長期専門家によるグループの全体評価は“OK”で
あった。また、アンケート、及びインタビューにおいてC/P自身も技術的
に向上できたとしている。したがってC/Pの知識・技術は習熟したといえ
る。
(2) 化学分析グループにおいては試料調製室の工事遅れ、水銀分析装置
の故障等により、講義実習に若干の軌道修正が必要となったが、現在固
体試料分析を技術移転中であり。計画通りに技術移転を終えることがで
きる見込みである。技術移転の特徴は分析の対象を重点対象８項目に絞
り込み、比較的短期間の技術移転に即効的に対応したことである。習熟
度の評価は専門家が出席率・レポート・試験を尺度に行った。
その結果は、いずれの半年間においてもグループの全体評価は“OK”で
あった。また、アンケート、及びインタビューにおいてC/P自身もほとん
どの者が技術的に満足できる段階まで向上できたとしている。したがっ
てC/Pの知識・技術は習熟したといえる。
(プロジェクト作成“評価モニタリング報告書”ANNEX-17、21)
C/Pが技術に習熟するうえで必要なトレーニングマテリアルは現在作成中
であり、この分野におけるトレーニングマテリアルはすべてプロジェク
ト完了までに作成できる。

 指　標 必要な情報・データ 調査結果



－17－

　　　成果３：MGBの水質及び土壌汚染分野における環境管理技術の評価機能が強化される。

３－１　2002年までにC/P
の環境管理技術とその評価
に関する知識・実務に習熟
している（担当専門家によ
るグループ評価が全項目に
わたりOKであること)。

３－２　2002年までに環境
管理技術とその評価につい
て、C/Pが技術に習熟する
うえで必要なトレーニング
マテリアルが整備される。

・C/Pの鉱山環境管理
の知識・実務の習熟
度

・鉱山環境管理トレー
ニングマテリアルの
作成

環境管理グループに対する講義・実習はほぼ予定通りに行われた。技術
移転の特色はフィリピンの鉱害の実情を反映して、廃さいたい積場の管
理について重点が置かれた点である。
知識・実習の評価は長期専門家が出席率及びレポートの内容等を尺度に
半年毎に行われた。
その結果は1部C/Pに時期的に出席率の低下が見受けられたものの、いず
れの半年間においてもグループの全体評価は“OK”であった。また、ア
ンケート、及びインタビューにおいてC/P自身も技術的に向上できたとし
ている。したがってC/Pの知識・技術は習熟したといえる。
(プロジェクト作成“評価モニタリング報告書”ANNEX-17、21)
現在の、C/Pが技術に習熟するうえで必要なトレーニングマテリアルの作
成中であり、この分野におけるトレーニングマテリアルはすべてプロ
ジェクト完了までに作成できる。

 指　標 必要な情報・データ 調査結果

　　　成果４：MGBの鉱山環境アセスメント報告書の評価機能が強化される。

４－１　2002年までに水質
及び土壌汚染分野における
鉱山環境アセスメントとそ
の評価に関する知識・実務
にC / Pが習熟している(担
当専門家によるグループ評
価が全項目にわたりOKで
あること)。
４－２　2002年までに水質
及び土壌汚染分野における
C/Pの鉱山環境アセスメン
ト報告書とその評価につい
て、C/Pが技術に習熟する
うえで必要なトレーニング
マテリアルが整備される。

・C/Pの鉱山環境アセ
スメントの知識・実
務の習熟度

・鉱山環境アセスメン
トトレーニングマテ
リアルの作成

環境管理グループのC/Pに対してフィリピンのコンサルタント及び短期専
門家による技術移転が行われた。講義及び実習は日本での人選に難航し
たこと、C/Pの多忙期と時期的に重なり、計画より若干時間的に長引いた
が、予定した技術移転を達成できた。
(プロジェクト作成“評価モニタリング報告書”ANNEX-17、21)

C/Pが技術に習熟するうえで必要なトレーニングマテリアルは現在作成中
であり、この分野におけるトレーニングマテリアルはすべてプロジェク
ト完了までに作成できる。

 指　標 必要な情報・データ 調査結果

　　　成果５：MBGの鉱山環境管理分野における教育・研修機能が強化される。

５－１　2002年までに水質
及び土壌汚染分野の教育・
研修に必要な知識・手法に
すべての分野のC/Pが習熟
している(担当専門家によ
るグループ評価が全項目に
わたりOKであること)。

５－２　2002年までにMGB
が技術者養成を実施するう
えで必要なトレーニングマ
テリアルが整備される。
５－３　2 0 0 2 年までに
MGB技術職員の水質及び
土壌汚染分野における基礎
知識が向上する。

・C/Pの教育・研修知
識手法の習熟度

・トレーニングマテリ
アルの作成

・M G B職員の水質・
土壌分野における基
礎知識の向上度

この分野においては、その特色であるスタッフトレーニング（トレー
ナーズ・トレーニング）計画の策定、準備及び教育実習が計画通りに行
われた。C/Pの教育・研修にかかわる習熟度についてはトレーナーズ・ト
レーニングにおいて全員が習熟していると指導者及びトレーニーにより
認定された。また、アンケート及び面接において、C/P自身も教育手法を
身につけることができたとしている。したがってC/Pの知識・技術は習熟
したといえる。
(プロジェクト作成“評価モニタリング報告書”トレーナーズ・トレーニ
ング報告書、ANNEX－17、21)
技術者要請に必要なトレーニングマテリアルは“トレーナーズ・トレー
ニング”の教材として、すべて作成されている。
（トレーナー・トレーニング用教材収集、ANNEX-15）

MGB職員基礎知識向上のためのセミナーやシンポジウムが計画どおりに
開催され、多数のMGBが出席した。プロジェクトが実施したセミナー出
席者に対するアンケート結果によれば、セミナーはMGB職員の基礎知識
向上に役立ったとのことである。（ANNEX-16）

 指　標 必要な情報・データ 調査結果
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　　　(4) 投　入

専門家(長期・短期)
の数、専門分野

C/Pの数、専門分野

セミナー・プレゼン
テーション・シンポ
ジウム
供与機材内訳、支出
金額

運営経費

受入研修員

以下の専門家が計画どおり配置された。(ANNEX-５)
長期専門家５名（チーフアドバイザー、調整員、環境化学分析、環境モニタリング、環境管理　各１
名）
短期専門家13名（環境化学分析２名、環境モニタリング４名、環境管理６名、環境影響評価１名）
長期専門家の数は当初計画に基づいており、質的にも妥当であった。短期専門家については必要な移
転項目を双方で協議のうえ決定し､それに基づいて人選がなされ、適切な人材が派遣された。また長期
専門家の技術移転を補完するうえでも重要であった。したがって、質量ともに妥当な投入であった。
以下のC/P及びスタッフが配置された。環境管理部門では当初計画より２名の増員となった。他は投書
計画どおり配置された（ANNEX-９、11)
ダイレクター１名、マネージャー１名、技術コンサルタント等４名、コーディネーター１名、
C/P　23名（延24名・環境化学分析７名、環境モニタリング６名、環境管理６名、スタッフトレーニ
ング　４名）
サポートスタッフ９名
C/P、サポートスタッフは質量ともに妥当であった。
ただし、C/Pは全員MGBと兼務しているため、MGB業務が多忙時には、専門家が講義のスケジュール
の変更を余儀なくされるという問題が、環境モニタリング、環境管理グループにおいて時折発生した。
トレーナーズ・トレーニングを含めて20回開催され、プロジェクト関係者、MGB、NEDA,DENR及
び民間企業から969名が参加した。アンケートでは、参加者は有益であったと回答している。
（ANNEX-16）
総額約１億8000万円の機材が計画どおり供与された。
主要機材は原子吸光分析装置、蛍光Ｘ線分析装置､イオンクロマトグラフ、水銀装置等である。
購入にあたっては、活動計画にあわせて、機器の必要性が吟味された。供与機材、支出金額ともにほ
ぼ計画どおりである。また、妥当である。ただしプロジェクト開始時にフィリピンペソ為替相場の下
落に伴う再見積書の作成で機器の入荷遅れ、あるいは機器の当該国におけるメインテナンスサービス
調査不足による水銀装置の修理長期化等、JICAの調達方法による問題が見受けられた。
（ANNEX-７、13）
各年以下の運営経費が計画どおり手当てされた。(ANNEX-12)（単位千ペソ）
1999年：6,673　2000年：9,889　2001年：8,989　2002年：(見通し）7,915
下記の研修員が計画どおり受け入れられた。
1999年：３名　2000年：２名　2001年：３名
研修員に対するアンケート結果・面接によれば、研修は有益だったとしている。（ANNEX-11）

必要な情報・データ 調査結果

活動の進捗状況

モニタリングの実施状況

専門家とC/Pとの関係性

活動は計画通り行われ
たか

・モニタリングの仕組
み

・P D M、詳細活動の
軌道修正内容

・外部条件の変化への
対応

・コミュニケーション
の状況
・共同作業による問題
解決方法の見直し状
況
・C/Pの変化(主体性、
積極性)

この分野においては、その特色であるスタッフトレーニング（トレーナ
詳細活動計画はプロジェクト開始後３か月後に見直され、それがプロ
ジェクト活動のベースとなっている。
活動はほぼ計画通りに行われた。ただし、次のような理由で計画の進行
が一時的に妨げられたことがある。
－フィリピンペソの暴落に伴う、現地調達機材の調達遅れ
－MGB業務多忙時、C/Pの出席率の低下
－提供施設の不備によるもの（試料調製室工事遅れ電圧変動、水圧低
　下）
－供与機材の修理長期化（水銀装置）
－日本国内で短期専門家の選定が難渋（EIA）
半年毎にプロジェクトで活動・成果の達成状況をモニタリングし、
JICA、MGB双方で確認した。併せてC/Pの技術能力評価を行った。１年
に１度合同調整委員会で全体の活動計画をモニタリング・評価し、技術
移転の進捗状況を双方が確認した。
・PDMは1999年６月に作成、2000年９月の合同調整委員会でPDMの見
直しが承認された。これは成果４､５､６の指標の見直しであった。こ
の見直しに対応して詳細活動の修正が行われた。中間評価、終了時評
価においては、指標の曖昧であった面を修正した。

・外部条件の変化は、ペソの急落による機材供与遅れ、があった、等で
あったが、JICA、MGB等の関係先と協議し、影響を最小限に収める
ように努力した。

合同調整委員会の下にプロジェクト運営委員会（２月に１回)、C/P専門
家定例会議（月１回)、プロジェクトマネージャー会議（毎週）が開かれ
活動等に関し意思疎通が図られている。またグループ毎に専門家とC/Pの
ミーティングが週単位にもたれ活動内容の検討や、スケジュール調整が
行われた。チーフアドバイザーによる全C/P、専門家に対するヒヤリング
も行われ双方にフィードバックされた。このように緻密なコミュニケー
ションを行うことで問題解決に役立てた。
また専門家、C/Pともにプロジェクトの進展に伴いC/Pの積極性が高まっ
たとしている。

 指　標 必要な情報・データ 調査結果

　２－２－２　実施プロセス
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受益者の事業へのかかわ
り

相手国実施機関のオー
ナーシップ

・M G Bの実務への技
術移転の取り込み
・M G B職員の研修参
加意欲の高まり
・実施機関責任者の参
加の度合い
・予算の手当て
・C/P配置の適正度

研修会、セミナーには多数のMGB職員が参加した。特に､機器を用いて
の実習には多くのMGB職員が積極性を示した。技術移転の実務への取り
込みも若干ではあるが、ラボの分析機械の活用、廃さいたい積場のモニ
ター、携帯用分析機械の地方事務所での活用等において始まっている。
実施機関責任者は､多忙な時間を割いてプロジェクトに参加した。しかし
C/Pの講義実習への参加が比較的に低かったことは、全C/Pが彼らの局に
属することを考えれば、その責任は実施責任者に帰するといわざるを得
ない。このような点で責任者のより積極的な参加が望まれる。
予算の執行に関しては計画どおりに行われた。
C/Pの配置は質量ともに妥当であった。

　２－２－３　評価５項目

　　(1) 妥当性〈被援助国のニーズとの整合性、日本の援助事業としての妥当性があるか〉

上位目標は相手側の開発政
策に合致しているか

ターゲット・グループ以外
への波及効果は期待できる
か

プロジェクト目標は相手側
のニーズに合致しているか

・フィリピン国の国家
中期計画における鉱
業、環境保全の位置
付け
・M G Bの鉱業政策、
鉱山環境管理政策
・EMBの環境保全政策

・鉱業開発と鉱山環境
保全に関する鉱業界
の動向
・E M Bの環境管理対
策への技術導入

・M G Bにおける環境
管理に必要な人材の
育成対策

フィリピンはニッケル・クロム・金・銀・銅等の非鉄金属の埋蔵量は全
世界においても有数である。政府は1995年に制定した新鉱業法を定め、
鉱業の促進を図っている。反面、鉱害問題が多発し、その周辺住民の鉱
業に対する不安は大きい。このため、鉱業開発は社会的に難しい立場に
追い込まれている。また、近年非鉄金属価格の低迷により鉱山の休廃止
があいつぎ、その鉱害対策についての検討も必要である。このように、
政府の鉱山環境管理に対する比重はますます増強している。また、EMB
との協定において鉱山部門の環境管理についてはMGBがその責任下にあ
る、という役割分担も変わっていない。
したがって、鉱山環境管理に対するMGBの機能の強化という上位目標は
現在でもフィリピンの政策に合致している。
EMB及び鉱業界においてもセミナー・講習会等に技術者を参加させる
等､MGBの推進する環境管理に対して強い関心を示している。またセミ
ナー等へのEMB職員や鉱山業者の参加者はインタビューに対し、あるい
は、プロジェクトの行ったアンケートでセミナー・講習会は有益であっ
たと回答している。また、EMB職員はプロジェクトの機械に対して関心
が高い（導入したいが資金がない）。まだ波及効果は具体化されていな
いもののターゲット・グループ以外への普及効果は期待できる。
MGBにおいては環境対策に関し、人員の増加に勤めてきたが、知識・務
の強化を行う必要があった。現時点では計画どおりに、C/PがMGBの職
員に技術指導をできる段階に達した段階であり、地方事務所への展開を
含め人材育成はMGBの急務である。したがってプロジェクト目標は相手
側のニーズに一致している。

 調査項目 必要な情報・データ 調査結果

　　(2) 有効性〈プロジェクトの実施により、期待される効果が得られるか、プロジェクトは有

　　　効であったといえるか〉

調査項目 必要な情報・データ 調査結果

プロジェクト実施により、
鉱業活動に起因する水質及
び土壌汚染における鉱山環
境に必要な人材がMGBで
育成されているか

プロジェクトは有効であった。
活動は環境化学分析においては土壌分析、環境モニタリングにおいて
は、C/Pの計画立案による鉱山モニタリング実習、トレーニングマテリア
ル作成（ハンドブック）が、まだ、終了していないが、プロジェクト終
了時までに完了する見通しである。成果については、すべての技術移転
分野において、長期専門家はC/Pが知識技術を習得したと評価している。
また、C/P自身も知識・技術が向上したと評価している。
　トレーナーズ・トレーニングにおいて、全C/Pがトレーナーとして合格
し、今後のMGBにおける中期鉱山環境技術者養成計画が作成されたこと
でプロジェクト目標は達成されている。
　また、C/PのみならずMGB幹部も本プロジェクトは有効であると評価
している。

・プロジェクト目標の
　達成度合い(適正か）
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・M G Bの鉱山環境管
理機能向上計画に対
する政府（中央・地
方）業界等の支持、
（外部条件の変化）
・MGBとEMBの役割分
担（協定）の維持（前
提条件の確保状況）
・M G B環境管理分野
職員、C/Pの満足度

全体的には政府の支持に変わりはなかった。また、モニタリング分野､あ
るいは環境管理部門の実習に関して鉱山会社は場を提供する等、援助、
支持した。

MGBが鉱山環境管理を担当するというEMBとの役割分担は変わってい
ない。

インタビュー及びアンケートによればC/P及びMGB環境分野職員は技術
移転に関し、強い関心を示し、またMGBに新しい機器が導入され、かつ
技術移転が行われたことに、十分に満足している。

　　(3) 効率性〈プロジェクトは効率的であったか〉

調査項目 必要な情報・データ 調査結果

投入された資源量に見合っ
た成果が達成されているか

成果は満足できるレベルにある。

投入の活用度は一部C/Pの出席率、一部の提供施設（試料調製室）一部機
材（水銀装置）に問題はあったが、プロジェクト期間全体から考えれば
活用度は十分であったといえる。
外部条件によるタイミング遅れを除外すれば、投入のタイミングは妥当
であった。
主要物品毎に購入に関して購入国、ルート等が審議されており、投入の
総コストは適正であった。なお､他ドナーとの類似プロジェクトの比較に
ついては調査範囲内においては適切なプロジェクトを見出せなかった。
通関上の問題は生じなかった。

C/Pはその専門分野に適切に配置された。

運営経費は適切に確保された。

成果の達成度合いの適
正度
投入（人、資機材、資
金等）の活用度

投入のタイミングの適
正度
投入の総コストと他ド
ナーの類似プロジェク
トとの比較
供与機材の通関は円滑
に行われたか（外部条
件の変化）
専門分野に適切にC/P
が配置されたか（外部
条件の変化）

プロジェクト運営経費
が適切に確保されたか
(外部条件の変化)

　　(4) インパクト〈プロジェクト実施により間接的・波及的効果はあるか〉

調査項目 必要な情報・データ 調査結果

プロジェクト実施により鉱
業活動に起因するM G B
（本部、地域事務所）の鉱
山環境管理能力は改善され
たか、その他の波及効果は
あるか

モニタリング実習を行った地域では、MGB職員が機材を用いた測定を
行っていることから、政府も環境管理活動を開始したと、住民は認識し
始めている。

プロジェクトのセミナーに鉱山業界からの参加もあり、環境と調和のと
れた鉱山開発に対する鉱業権者の理解は深まっている。

今のところない。

新しい機械が配置され、新しい技術が移転されているということでMGB
職員の士気が高まってきている。また、セミナー参加、トレーニング等
への参加を通じて、特に機器を用いた分析、コンピュータ解析等に強い
興味が示される等、技術移転を通じて､意識はプラス方向に変化している。
給与、待遇面での差別等、負の影響は出現していない。

今のところ、具体的な波及効果は出現していない。

鉱山周辺の住民のプロ
ジェクトに対する期待
度（政府の鉱山環境管
理遂行姿勢が評価され
るようになったか）
環境と調和のとれた鉱
山開発に対する鉱業権
者の理解が深まったか
EMBの環境政策に取り
入れられたものがあるか
MGB職員の意識の変化

MGBにおけるC/Pと他
の職員との給与・待遇
の差別等に関し、波及
効果の有無
フィリピンにおける鉱
山環境管理技術への波
及効果（民間企業から
の照会等）
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　　(5) 自立発展性〈協力終了後も効果が持続していくか〉

調査項目 必要な情報・データ 調査結果

政策支援の継続（見込み)

関連組織・業界の支援、連
携

実施機関の組織能力の有無

技術の定着度・普及の仕組
み

社会配慮

その他

現在の「中期フィリピン開発計画」は2001年―2004年までのビジョンが
示されている。この中で、鉱業の経済成長率は2001年が０％、2004年に
は7.0％～7.5％、４年間平均で4.8％～5.1％と見込んでいる。４年間平
均の成長率は他産業と、大差はないが、４年目の成長率は建設業、運
輸・通信についで３番目であり、国家の鉱業の経済効果に対する期待度
の大きさを読み取ることができる。一方、環境問題に関しては、一部地
方政府及びNGOが過去の鉱害から現在の鉱害最小化の努力に対してまで
も、反鉱業という感情を強く抱いていること、鉱業の環境に及ばす影響
に関する誤解、等が鉱物の探鉱・開発投資を制限していること、こうし
た事情で、将来の鉱業の展開や新鉱区の開発は最高裁判所が決定権を有
している、といっている。いかに鉱業環境対策が経済に大きな影響を与
えるか、という政府の認識である。換言すれば、政府の鉱山環境保全の
位置づけが高い。したがって、環境保全に関する政策支援は継続する。
鉱山業者、EBM、地方政府、NGOと共に環境モニターを行うMMTが結
成されており、関係機関が共同で環境モニタリングを行う体制が形成さ
れつつあり、関連機関の連携が強まっている。
人材の配置に関しては適正であった。ほとんどのC/Pが３年間プロジェク
トに定着した。ただし、C/PがMGB業務多忙時、時折、活動を妨げた。
地方事務所への技術展開に対する人員は配置が完了している。ペソの下
落以降、フィリピン政府は財政的に困難な状況にあり、たとえば現在、
一切の設備の購入が停止されている等、非常に厳しいところがあり、プロ
ジェクト修了後の主要機器のメンテナンスに関する財政支援が懸念される。
技術者養成に必要な知識、技術はトレーナーに程度の差はあるが定着し
ている。
地方事務所へ、さらにはMMTへと技術移転の仕組みは策定されている。
MGB、JICA等の共催による東南アジア鉱山環境管理シンポジウムが
2000年にマニラで開催され、また本年５月にセブ島において開催の予定
である。プロジェクト及びMGBがフィリピンにおいてシンポジウムが開
催され、C/P及びMGB職員が多数参加した。これは技術研鑚のみなら
ず、各国技術者との問題の共有、及び連帯に寄与し、かつ技術的に広い
視野をもたせることができた。資機材の維持管理上の大きな問題はない。
このプロジェクトの社会配慮不足によって生じている不都合はない。

―

・国家中期計画におけ
る鉱業及び、環境保
全の位置づけ

・E M B及び鉱山業者
の支援、及び連携
・人材配置の適正度
・離職者の割合
・予算の確保、財政支
援の継続性

・技術トレーナーの知
識・技術の定着度
・技術普及の仕組み
・鉱山環境管理職員の
技術の定着度
・資機材の維持管理状
況

・鉱山周辺、鉱山に関
連する河川周辺の住
民、鉱山労働者、プ
ロジェクト施設周辺
住民、地域産業等へ
の社会配慮が不十分
であったために起き
ている不都合
（調査過程で明らかに
なる、自立発展を阻害
している要因）

上位目標の達成度合い
（適切か）

その他、予期しなかっ
た（＝PDMには書かれ
ていない）プラス・マ
イナスの影響の有無

トレーナーズ・トレーニングにおいて中央、地域両事務所の技術職員の
教育が試験的に行われたことで、上部目標に向かって、その第一歩を踏
み出した段階である。
―
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３．評価結果

　活動・成果・プロジェクト目標はほぼ計画どおりに達成されている。その実施プロセスもおお

むね良好であった。

３－１　評価５項目による評価結果３－１　評価５項目による評価結果３－１　評価５項目による評価結果３－１　評価５項目による評価結果３－１　評価５項目による評価結果

　３－１－１　効率性

　　　効率性は高い。

　　　投入に関しては、資機材の調達時の外部条件の影響（フィリピンペソの下落）による入荷

遅れ、水銀装置１台の故障の長期化、試料調製室の工事遅れ、一部C/Pの低出席率等の問題

で活動に若干の遅れを生じたものの、全体的には人・機材・施設が適切にタイミングよく配

置され、ほとんどが有効に活用されており、それに見合った成果が達成されている。また、

経費も、計画的に運用されている。また、教育手法、環境影響調査の講師としてローカルコ

ンサルタントを起用するなど、柔軟な対応が行われ、効率性に寄与している。

　３－１－２　有効性

　　　プロジェクトは有効であった。

　　　活動は環境化学分析においては土壌分析、環境モニタリングにおいては、C/Pの計画立案

による鉱山モニタリング実習、トレーニングマテリアル作成（ハンドブック）が、プロジェ

クト終了時までに完了する見通しである。成果については、すべての技術移転分野におい

て、長期専門家はC/Pが知識技術を習得したと評価している。また、C/P自身も知識・技術が

向上したと評価している。

　　　トレーナーズトレーニングにおいて、全C/Pがトレーナーとして合格し、今後のMGBにお

ける中期鉱山環境技術者養成計画が作成されたことでプロジェクト目標は達成されている。

　　　また、C/PのみならずMGB幹部も本プロジェクトは有効であると評価している。

　３－１－３　インパクト

　　　MGBで供与機材がプロジェクトのサンプル分析以外にも使われるようになってきたこと、

また一部の携帯機器が地方事務所の環境モニタリングに使用されていること、新しい機械・

技術が導入されたことでMGB職員の士気が高まってきたこと、EMB職員・鉱山業者はプロ

ジェクトが主催したセミナーに参加し、移転された技術・設備は有益であると関心を示して

いること、モニタリングの実習を行った地域の住民はMGBが環境管理活動を開始したと認識

し始めたことなど、正のインパクトを生じている。また、今回の調査範囲において負のイン
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パクトは見出せなかった。

　３－１－４　妥当性

　　　2001～2004年フィリピン開発計画において、鉱業の高度成長に期待が寄せられている。反

面、一部の地方政府、NGO等によるアンチ鉱業感覚により、鉱業開発が困難になっている。

この困難は多発する鉱害が大きな要因である。また、近年の非鉄金属価格の低迷で、休廃止

鉱山が増加している。こうした事情からMGBの鉱山環境管理諸策の必要性は増してきてい

る。そうしたニーズに応えるには、第一段階としてMGBにおける技術者育成が急務であり、

このプロジェクトは現在でも妥当性を有している。

　３－１－５　自立発展性

　　　MGBは自立発展のためには、環境管理活動の地方事務所への展開が不可欠であるとして人

員養成計画、資機材の配置計画を策定している。この計画の骨子は妥当なものである。人員

育成計画、あるいは環境管理局（EMB）、NGO、鉱山業界とタイアップして結成された合

同モニタリングチーム（MMT）の環境モニタリング活動の展開からは自立発展が期待でき

る。C/Pもトレーナーとして十分機能できるよう養成されている｡C/Pの定着率もプロジェク

トにおいては90％以上と高く、このことから類推すれば、離職率が問題となるようなことは

ないと思われる。また、2002年セブ島でJICA、MGB等の共催による東南アジア鉱山環境管

理シンポジウムが開催されることになっており、プロジェクト、MGBからも2000年に引き続

き多数参加することになっている。こうしたシンポジウムや国際交流等の中で技術研鑚のみ

ならず、各国技術者との問題の共有及び連帯を行ない、技術的に広い視野の人材が育成され

つつあることも、MGBの発展に寄与するであろう。これは人材育成についての懸念は、ト

レーナー、トレーニーが日常業務に追われ、研修が雑にならないか、ということである。こ

のことに関し、MGB責任者のより強い教育への配慮が必要である。

　　　自立発展性に関し、もっとも懸念されるのは環境管理活動に関する経費を政府が負担でき

るかどうかである。地方展開にあたっては設備の増強が必要となる。また、供与され所有し

ている機材の運転維持管理費が必要である。現在、政府は設備の購入について認めておら

ず、また、維持管理費についても金額が大きいものであれば、支払いできないであろうとい

うことである。また、MGB自体がこれらの設備を購入するための資金を創出するアイデアも

提示されていない。したがって、財政面で自立発展性は極めて危ぶまれる状態にある。
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３－２　分野別評価３－２　分野別評価３－２　分野別評価３－２　分野別評価３－２　分野別評価

　３－２－１　総合的評価

　　　本プロジェクトは、フィリピンにおける鉱害関連事故の多発による地域、社会に与える影

響の重大性、及びそれへの緊急な対応を図る必要性により、積極型環境保全協力スキームに

よる、第１次の調査団派遣から長期専門家の派遣まで８か月という短期間で準備が進められ

た。

　　　短期間でのプロジェクト推進のため発生した詳細実施計画の見直し、一部の訓練機材の選

定の遅れ、それによる現地への機材の到着・供用開始の遅れ等による供与機材を活用しての

本格的技術移転開始の遅れにもかかわらず、その後の進捗は上記遅れを取り戻すとともに、

協力期間３年間での「鉱業活動に起因する水質及び土壌汚染分野における鉱山環境管理に必

要な職員のMGBでの育成」というプロジェクト目標をおおむね達成したものと判断される。

　　　すなわち、技術移転の各段階でのアンケート調査・インタビュー調査等において、C/P自

身がトレーナーとして他のMGB職員、地方事務所職員に対し、技術指導が可能であるとの回

答を寄せているとともに、MGB幹部職員もトレーナーズ・トレーニング評価システム（以下

「T/T評価」）での成果等により技術移転成果の達成度、及びその有効性を高く評価し、さ

らにはモニタリング現場実習等を通じて地域住民におけるMGBの活動に対する認識を改めつ

つあることなど、本プロジェクトの目標とする技術移転による技術者育成は十分な成果、イ

ンパクトをあげたと考えられる。

　　　また、本プロジェクトに参加した24名のC/Pのうち23名が最終段階の研修まで参加してお

り、その積極性は今後のフィリピンの環境対策の礎となるものと考えられる。MGB幹部も本

プロジェクトで培ったC/Pの技術の更なる活用、本部・地方事務所を含めてのトレーナーの

裾野の拡大とともに本プロジェクトのC/Pの意気込みを将来の環境対策に有効に活用できる

組織、体制、資金の確保等の対応を図ることが必要である。

　　　すなわち、上記鉱山環境管理対応の確固たる推進と、憲法・法令等との整合性のとれた環

境政策の明確化・手続きの簡素化、さらには当該環境政策に基づく鉱山開発に対する政府と

してのリーダーシップ発揮が、フィリピンに賦存する資源に対する外資の一層の拡大誘因に

つながるものと考えられる。以下に分野別等の評価結果を述べる。

　３－２－２　鉱山環境モニタリング分野

　　　土壌及び河川底試料のサンプル採集等一部技術について実施の遅れはあったが、予定した

総ての項目について技術移転を実施、６月末の期限までにトレーニング・マテリアル作成等

を含め総て完了する予定である。また、C/Pの技術レベルについても６名（当初５名、１名

脱落、２名増員）全員がT/T評価で合格するなどC/Pへのモニタリング手法、現場分析等の技
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術の十分な移転が行われたと判断される。中間評価結果に基づき指摘された次の点について

も、それぞれ対応が行われており、今後のトレーナーによる地方事務所職員等への技術指導

の際にも有効性が発揮されるものと判断される。

　　　①試料準備室の確保

　　　　MGB側からの試料準備室の提供時期の遅れ（当初予定：2001年３月まで、実績：11月

末）に伴ない上記固形サンプル採集の遅れ等はあったが、同室の提供により、モニタリン

グ資機材の一元的保管・管理が確保され、その結果としてモニタリング調査活動の効率的

な実施、機材の効率的活用が図られる態勢が確保された。

　　　②モニタリング調査に対する意識の高揚

　　　　現場分析データの整理解析を現場で実施することにより、作業効率の向上を図るととも

に、解析手法として水平分布図、流量・負荷量バランス図、成分相互の関連検討グラフ等

を作成することによりC/Pの理解度、意識の高揚を図った。さらにモニタリングチームと

化学分析チームとの合同での現場モニタリング調査を３回にわたり実施することにより、

両チーム間の作業内容の理解度を高めるとともに、限られた時間内での効率的な作業実施

に対するC/Pの訓練が行われた。

　３－２－３　環境化学分析分野

　　　排水からのシアン測定のための水銀装置の故障に対するフィリピン国内での対応困難なこ

とによる製造元（イタリア）での修理等のアクシデント及び環境モニタリングチームからの

固形土壌サンプルの入手の遅れに伴う固体分析についての技術移転実施の遅れはあったが、

アクシデントの影響については最小限に止まった。また、固形土壌サンプルも本年２月には

入手し、予定した総ての項目について技術移転を実施、６月末の期限までにトレーニング・

マテリアル作成等を含め総て完了する予定である。また、C/P７名全員がT/T評価で合格する

とともにT/T評価（個別）での地域事務所分析スタッフへの技術指導に対し同スタッフから

高い評価を得る等実技面でのC/Pの技術レベルは他の職員、地域事務所職員等に技術指導で

きる十分なレベルに達したと判断される。

　　　中間評価結果に基づき指摘された次の点についてもそれぞれ対応済みであり、今後のト

レーナーによる地方事務所職員等への技術指導の際にも有効性が発揮されるものと判断され

る。

　　　(1) 供与機材の活用

　　　　指摘された原子吸光装置（フレームレス）及びイオンクロマトグラフは、現在十分に活

用されている。

　　　(2) 有害物質の管理
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　　　　シアン、ヒ素等の有害物質の管理については、専用の施錠できる薬品棚を設置し、保

管・管理するとともに、チームリーダーを管理責任者とする体制を敷いている。

　　　ラボ廃棄物の管理については、IRRI（International Rice Research Institute）の化学

分析室での処理の実態調査を実施し、さらに４月末にフィリピン大学教授による集中講義

を予定する等有害物質等に対する安全管理の態勢づくりが図られている。

　３－２－４　鉱山環境管理分野

　　　技術移転は、坑道閉塞他１件の技術を除き予定した総ての項目について移転を完了、６月

末の期限までに坑道閉塞技術及びトレーニング・マテリアル作成等を含めすべて完了する予

定である。移転技術については、フィリピンでの鉱山鉱害の大きな原因となっているたい積

場崩壊事故を勘案して、たい積場の施設維持管理技術を中心として実施され、ボーリングに

よる実地調査等の現場調査は、C/Pにとって将来の有効な技術として定着するものと考えら

れる。C/Pの技術レベルについては、６名全員がT/T評価で合格するとともにそのプレゼン

テーション資料は内容、質ともに優秀なものであり、十分な技術の移転が行われたと判断さ

れる。中間評価結果に基づき指摘された次の点についても、それぞれ対応が行われており、

今後のトレーナーによる地方事務所職員等への技術指導の際にも有効性が発揮されるものと

判断される。

　　　・環境影響評価報告書の評価技術向上のための訓練計画の策定

　　　　環境影響評価報告書の評価技術については、現地コンサルタント会社及び日本から派遣

された短期専門家により講義等が行われ、評価における問題点の指摘、対応等の手法につ

いての技術移転が行われた。

　３－２－５　投入・運営管理等

　　　日本側から投入された長期専門家（５名）の派遣、当該長期専門家の技術移転を補完する

ための短期専門家（13名）の派遣、さらには我が国鉱山環境管理技術の実態を研修するため

のC/P研修員（８名）の受入等本プロジェクトへの人的投入は、技術移転計画・内容に則し

量・質・タイミングとも良好であった。また、機材供与についても、詳細活動計画策定の遅

れ・フィリピン通貨（ペソ）暴落による現地調達機材の調達の遅れ等に伴う購入・設置・供

用開始の遅れ、さらには一部装置（シアン測定のための水銀装置）の故障による製造元（イ

タリア）への送付による遅れ等の当初計画からの若干の遅れ、アクシデントはあったもの

の、技術移転に大きな影響を及ぼすことなく、現在各機材とも有効に活用されており、おお

むね良好であった。

　　　一方、フィリピン側の人的投入についても、本プロジェクトを円滑かつ効率的に遂行する
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ための適切な人員配置がなされており、C/Pも当初計画の21名に２名増員され23名とする等

質・量ともに妥当であった。特にトレーナーとしてのC/Pの増員は、本プロジェクト終了後

の地方事務所等に対する技術職員養成事業の展開には重要であると判断される。

　　また、試料準備室の設置工事の遅れや技術移転活動に影響を及ぼす遅延等はあったものの、

各種施設・資材の提供等ローカルコスト負担はおおむね良好であった。さらに中間評価で指

摘のあった有害物質の管理等についても、専用保管場所の設置、管理体制の確立等の実行を

図る対応が行われている。

　　　本プロジェクトの運営については、一部のC/Pにおいて業務多忙に伴う講義等への低出席

率等の状況がみられたが、日本側長期専門家と当該C/P、MGB側幹部等とのインタビュー、

協議等により改善され､おおむね良好であったと判断される｡

　３－２－６　トレーナーズ・トレーニング評価システム（T/T評価）の採用

　　　本プロジェクトにおいて、移転された技術に対するC/Pの技術向上度を如何に評価するか

が最大の課題であり、各専門家は、技術移転の各段階においての受講・出席状況、レポー

ト・資料の作成状況・内容、筆記試験等の種々の手法により、試行錯誤ながら評価する努力

を行ってきた。

　　　上記状況に対処し、トレーニングの方向づけの参考資料として、また最終時評価に向けて

の何らかの基準の必要性から、中間評価時のM/Mにおいて、次の評価基準・方法の採用が合

意され、2001年８月に全体T/Tが、また2002年１～２月において環境化学分析、鉱山環境管

理、鉱山環境モニタリングの各分野に分かれ個別T/Tが実施された。

　　（評価基準・方法）

　　　(1) 予備的トレーナーズ・トレーニング（予備的T/T：注）での評価

　　　　（注）予備的T/Tとは、全体コース及び個別コースでの各C/Pによる発表会をいう。

　　　　　①  予備的T/T受講者（参加者）による評価により５段階評価を実施。

　　　　　②  専門家による５段階評価を実施。

　　　　　③  上記①、②の評価を 50：50の割合として、総合評価を実施。

　　　(2) 理解度試験による評価

　　　　・専門家による移転技術内容理解度試験の結果を５段階で評価

　　　　　前記予備的T/T（全体及び個別）の結果は、次の点において、当初予想を上回る好結

果をもたらしたと判断され、本評価システムは今後の他の同様のプロジェクトへの活用

の道を拓いたといえる。

　　　　　① C/P全員が予備的T/T（全体及び個別）で合格水準に達しており、予備的T/TがC/P

間の競争によるレベルアップの動機づけに効果的。



－28－

　　　　　② 予備的T/Tでの発表のためにC/P１人１人が積極的に作成に取り組んだ原稿が、マ

ニュアル、トレーニング・マテリアルとして自動的に生かされるとともに当該原稿作

成により、C/P自身の習熟度が高揚。

　　　　　③ 上記作成原稿、発表状況等により専門家によるC/Pの技術移転度の把握に貢献。

　　　　　④ 予備的T/Tへの参加者による公平かつ公正な評価が専門家によるC/Pの技術移転度

の把握に貢献。

　　　　　⑤ 多くの参加者を前にしてのトレーニング成果の発表の場を与えることにより、C/P

にトレーナーとしての自立可能なレベルに達したことの自負及び今後の積極的な技術

移転に対するインセンティブを付与。

　　　　　　（アンケート調査において、C/P全員が、他の職員等に対する技術指導が可能と回

答）

　　　　　⑥  上記結果に対し、専門家のみならずMGB幹部もその有効性を認識。

　　　　　　以上の（アンケート調査結果等を踏まえた）予備的T/Tの結果及び専門家による理

解度評価結果により、C/P全員が知識・技術を習熟し、他のMGB職員、地域事務所職

員等を指導できるレベルに達したと判断される。

　３－２－７　セミナー、シンポジウム等の開催

　　　本プロジェクトにおいては、３年間という短期の協力期間にもかかわらず、次のとおり、

多くのセミナー、シンポジウム、ワークショップ、技術交流事業、特別講演が開催されてい

る。

　　　（セミナー等開催状況）

　　　　①  シンポジウム ：２回（本年５月開催予定の鉱山環境管理シンポジウムを含む）

　　　　②  セミナー ：10回

　　　　③  ワークショップ：２回

　　　　④  技術交流事業 ：１回

　　　　⑤  特別講演 ：４回

　　　前記シンポジウム、セミナー等にはC/P、MGB職員（本部、地方事務所）のみならず環境

天然資源省（DENR）、EMB、鉱山会社等のスタッフを含め多数の者が参加しており、単に

C/Pの基礎知識の向上、MGB幹部に対する更なる人材育成の必要性認識に対するインパクト

を与えたのみならず、これらシンポジウム、セミナー等を通じて外部第三者との間でのフィ

リピンの置かれている環境認識の共有化、環境管理活動に対する重要性の理解を深めるのに

有効であった。
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３－３　提言・教訓３－３　提言・教訓３－３　提言・教訓３－３　提言・教訓３－３　提言・教訓

　３－３－１　提言

　　　自立発展のためには、MGB首脳による政策決定者への鉱山環境管理により一層の重点を置

き、それを基にした環境管理支出の増強に対しての、積極的かつ粘り強い働きかけと、MGB

自体による費用捻出のための創意工夫が必要である。

　　　また、鉱害に起因する住民等の反対感情を払拭し、豊富な非鉄金属資源を有するフィリピ

ンの鉱業活動を活性化するために、鉱山環境管理の点からは

　　　・ 本プロジェクトで得た知識、技術を実行に移すこと

　　　・ 鉱山活動に対する啓もう

　　　が必要である。

　３－３－２　教訓

　　(1) 本プロジェクトは積極型環境保全協力（プロジェクト方式技緒術協力）のスキームで、

フィリピン側へのプロジェクトの提案から比較的短期間のうちにプロジェクトが開始され

た。このような迅速なプロジェクトの開始はフィリピン側の鉱山鉱害対策の緊急性と合致

したものであった。プロジェクトの迅速な開始は、緊急性を要する問題を抱える途上国の

協力において極めて有効である。反面、積極型プロジェクトといえども相互の理解を深め

るための十分な話し合いと、プロジェクトの内容を吟味するための十分な時間の確保が必

要である。また、主要機材の調達にあたっても十分時間をかけて注意深く選択すべきであ

ろう。

　　(2) トレーナーズ・トレーニングにおいて用いられた評価法は、長期専門家やスタッフト

レーナーなど指導者のみならず、トレーニーもトレーナーの評価者として、トレーナーの

評価に多面的で優れた方法である。今後､類似プロジェクトにおいて活用できると考える。
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４．調査結果総括

４－１　調査団所見４－１　調査団所見４－１　調査団所見４－１　調査団所見４－１　調査団所見

　　本件調査団は、４月７日（官団員は10日）から19日の間、フィリピン側実施機関である天然

資源環境省（DENR）鉱山地球科学局（MGB）のほか、同省環境管理局（EMB)、フィリピン

投資委員会（BOI）、フィリピン鉱業協会等本件プロジェクト関係者や長期専門家からのヒア

リング、関連資料の収集・分析を行ったうえで、合同評価委員会を開催し本件プロジェクトの

終了時評価内容について協議を行い、その結果をとりまとめた協議議事録（M/M）について、

国家経済開発庁（NEDA）代表者を交えた17日の合同調整委員会の席上、署名・交換した。ま

た、日本国大使館、JICA事務所を訪問し、終了時評価内容や今後の方針等について報告、意見

交換したところ、概略は次のとおり。

　(1) 全体総括

　　１）本件プロジェクトは、プロジェクト目標、成果、活動ともほぼ計画どおり達成されてお

り、自立発展性のうち、特に財政的側面については危ぶまれるものの、それ以外の評価項

目のいずれの観点からも良好な成果を収めたと評価される。

　　　　2001年８月のOverall Course及び2002年２月のIndividual Course（３分野）と数次

にわたりトレーナーズ・トレーニングコースが開催され、全C/Pがトレーナーとして他の

MGB技術者を指導可能なレベルまで到達している。また、本件プロジェクト主催のシンポ

ジウム、セミナー、ワークショップ等への参加総数は外部機関であるEMB職員や鉱山業者

を含め約800名に達しており、MGB内外に広くインパクトを与えている。タイ環境研究研

修センターや工業用水技術研究所等との技術交換事業の実施など、他のJICAの協力事業と

も効率よくリンケージがなされているうえ、2002年５月には東南アジア環境管理シンポジ

ウムも予定されており、幅広い国際交流が期待される。

　　　　しかしながら、フィリピンの財政状況は厳しく、予算措置も人材育成予算が一律数10％

削減されているほか、新規機材の購入認可の取得も極めて困難な状況であるのが実態であ

り、財政的側面からの自立発展性は低い。

　　２）財政問題や鉱山開発をとりまく社会的問題があるなか、MGB自身、鉱業分野の重要性や

環境に配慮した鉱業開発を政策としている旨を説得すべく、議会へのアプローチやコミュ

ニティに対する啓蒙、情報開示等社会的活動に着手しつつある由である。

　　　　本件プロジェクトの自立発展性を確保するためには､MGBが限られた財源ながらも供与

された資機材の維持・管理を徹底するとともに、プロジェクトで得られた知識やノウハウ

を実際の環境管理に活用し、自らの努力により可能な範囲で地方展開を図ることが重要で
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ある。また、必要な予算を確保するためにも、政策決定者に粘り強く働きかけるととも

に、MGBとしてもモニタリング活動等を通じて地道に地域住民やNGO等を啓もうしてい

く継続的な努力が必要であろう。

　　３）アロヨ政権の基本政策である貧困撲滅や地域間の経済格差是正、雇用創出等の観点から

見れば農業・鉱業セクターの果たす役割はきわめて大きいものの、政府は鉱業に対し積極

的に取り組もうとする姿勢を示しておらず、むしろ、鉱業権にかかる手続きの不透明さや

遅延といった法制度上の問題が指摘されている。現在のフィリピン鉱山の輸出競争力や鉱

物国際価格の状況等から判断すれば、すぐさま鉱山開発が進む状況にはないかもしれない

が、鉱物資源賦存のポテンシャルや我が国との関係等を戦略的に考えれば、リザーブとし

ての重要性は高いと考えられる。

　　　　フィリピン鉱業の再生のためにすべきことは多々あるし時間を要しようが、ODAによる

支援の可能性としては、まずは、アンチ鉱業感情からの脱却のためのアクション（啓もう

や住民教育）を進めつつ、鉱業政策等政府の政策課題や方向性をアドバイスする専門家の

派遣につなげていくといった地道なアプローチが考えられよう。また、MGB自身による地

方展開の進捗具合をしばらく見つつ、自立発展性（Sustainability）が確認されるのであ

れば、第二国研修等による地方展開への支援の方法もあり得よう。いずれにせよ、フィリ

ピンの開発政策、我が国の対比援助方針や資源戦略等複合的なマトリックスの中で、フィ

リピンの鉱業分野に対する位置づけを再確認していく必要があろう。

　　４）本件プロジェクトを通じ、他のプロジェクト実施に敷衍可能な成功要因としては、C/P

が成果を内外に発表する機会を多く設けるとともに、発表に対し公正かつ多角的な視点か

ら評価を行ったことで、C/Pに対し、積極的にプロジェクトに参加するインセンティブを

付与することができたことがあげられる。ただし、評価をC/Pに受け入れてもらうために

は、評価基準の透明性の確保が必要であるとともに、専門家とC/Pとの間に信頼関係が醸

成されていることが前提となる。また、かかる評価結果をMGBの人事評価制度とリンケー

ジさせ、昇給・昇格につながるようになれば、さらにインセンティブは増すことになろ

う。

　　　　次に、今後念頭に置くべき教訓であるが、次の２点があげられよう。第一に、２～３年

の協力期間のプロジェクトの場合、かかる期間を最大限に活用するためには、できれば事

前の調査段階に派遣予定の専門家に参加してもらったり機材調達の周到な準備が行えるよ

う配慮するとともに、少なくとも調査段階からプロジェクト開始までの期間を十分設ける

ことが必要ということである。第二に、機材の調達に当たっては、故障時のバックアップ

体制等入札前に十分調査のうえ、必要に応じ入札要件に織り込むことが必要であろう。
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　(2) 終了時評価結果

　　　本件プロジェクト関係者（MGB幹部及びカウンターパート（C/P）のほか、EMB、BOI、

フィリピン鉱業協会等）や長期専門家からのヒアリング、事前アンケート等各種資料の分析

結果等を総合的に検討し、合同評価委員会での議論を踏まえ導出された評価結果は、次の概

要のとおり。

　　１）効率性（Efficiency）

　　　　専門家派遣、機材供与、C/P研修員受け入れ、あるいはフィリピン側C/P配置、ローカル

コスト負担等を含め、投入のタイミング・量・質とも、おおむね良好であった。ペソの下

落による現地調達機材の遅延や故障時の現地代理店によるバックアップ体制の不備、フィ

リピン側施設準備（試料調整室工事）の遅延、業務繁忙に伴う一部C/Pの低出席率等活動

に影響を及ぼすものもあったが、種々の調整により影響は最小限に食い止められている。

　　　　また、タイ環境研究研修センターや工業用水技術研究所等との技術交換事業の実施な

ど、他のJICA協力事業とも効率よくリンケージがなされているうえ、2002年５月には東

南アジア環境管理シンポジウムも予定されており、幅広い国際交流が期待される。その他

各種委員会や調査団もおおむね所期の機能を果たしていることから、プロジェクト実施の

効率性には特段問題は見当たらない。

　　２）有効性（Effectiveness）

　　　　各Outputの達成度は高いことが確認されており、プロジェクト終了時までには予定ど

おり達成できる見込みである。2002年５月の東南アジア鉱山環境管理シンポジウムのほ

か、各分野のトレーニングマテリアル（ハンドブック）の作成や環境モニタリング分野の

最終実習、化学分析分野の固体試料分析等、現時点で残されている課題はあるが、６月末

の終了時までには完了する予定である。

　　　　プロジェクト目標であるMGBの人材育成に関しては、2001年８月のOverall Course及

び2002年２月のIndividual Course（３分野）と数次にわたりトレーナーズ・トレーニン

グコースが開催され、全C/Pがトレーナーとして他のMGB技術者を指導可能なレベルまで

到達しており、既に増員された地域事務所の職員への技術移転を実施可能な段階に至って

いる。また、政府による人材資源開発計画（Human Resources Development Program：

HRD）等各種研修計画に包含される形になっている由であるが、MGBの中長期人材育成計画

も策定されているところ、目標はおおむね達成できたものと判断されよう。

　　３）効果（Impact）

　　　　本件プロジェクト主催のシンポジウム、セミナー、ワークショップ等への参加総数は外

部機関であるEMB職員や鉱山業者を含め約800名に達しているほか、C/PのみならずMGB

の地域事務所職員122名もトレーナーズ・トレーニングコースに参加し基礎教育を受けるな
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ど、MGB内外に広くインパクトを与えている。

　　　　また、モニタリング活動を通じ、地域住民のMGBによる環境管理活動に対する理解促進

にも貢献したことも、アンチ鉱業感情からの脱却のための啓もう活動の一役を担ったもの

として意義深い。

　　４）妥当性（Relevance）

　　　　2001～2004年中期フィリピン開発計画では、鉱業分野の経済成長率を2001年０％から

2004年には7.0％～7.5％（４年間平均で4.8％～5.1％）へと、建設、運輸・通信分野に次

ぐ３番目の成長産業となることを期待している。また、MGBでは国家鉱業政策（National

Minerals Policy）を策定中であり、そのなかで競争力のある鉱業への転換、環境の保護・

修復、社会的配慮、次世代への鉱物資源の保護といった政策をメインに据えつつ持続可能

な鉱山開発をめざしている。すなわちフィリピン経済における鉱業のポテンシャルは大き

く、持続可能な鉱山開発をめざすうえでMGBによる鉱山環境管理が重要な課題となってい

ることは、プロジェクト開始当初から一貫して変わっていない。

　　　　他方、フィリピンでは、環境モニタリングはMGBが直接行うほか、MGB地域事務所長

を長に地方政府、鉱山会社、地域住民、NGO等により構成されるMulti-Partite Monitor-

ing Team（MMT）がモニタリングを行うなど、共同実施体制が形成されている。MGBの

人材育成構想ではMGB本部から地方事務所へ、さらには地方事務所からMMTの技術者へ

の展開を考えており、本件プロジェクトはその第一段階に相当するものであり、その意味

でもプロジェクト目標は妥当であるといえよう。

　　５）自立発展性（Sustainability）

　　　　上記に述べた人材育成構想のもと、MGBは自立発展に、環境管理活動の地方展開が不可

欠として、中長期の人材育成計画を策定している。本件プロジェクトをもって、C/Pはト

レーナーとして十分機能できるようになったことから、技術的にはこのような計画に沿っ

た展開がなされれば、自立発展は可能と考えられる。C/Pの定着率も何ら問題はない。さ

らには、2002年５月の東南アジア鉱山環境管理シンポジウムに積極性を示すなど、かつて

のアジア最大の鉱産国たるフィリピンとして、アジアにおける鉱山環境管理の中核的役割

を担う可能性も秘めている。

　　　　しかしながら、鉱山開発に対する地域住民、NGO等の反発を背景に、政府は鉱業分野へ

の期待とは裏腹に、開発に対する政策支援に積極的な姿勢を示しておらず、予算措置も

HRD予算等人材育成予算の一律数10％削減と極めて厳しい。緊縮財政の下、新規機材の購

入認可の取得も極めて困難な状況であるのが実態である。その意味で、財政面での自立発

展性には、脆弱な面があることは否めない。
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　(3) 合同評価委員会における議論

　　　15、16日の両日にわたり、日本側評価調査団及びフィリピン側評価委員長であるラモス

MGB局長ほか評価委員の参加の下、評価結果について協議が行われ、取りまとめた評価報告

書及び関連する協議議事録（M/M）について17日の合同調整委員会の席上、署名が行われた

ところ、概要は次のとおり。

　　１）評価結果については、日本側案を提示し説明を行ったところ、おおむね原案どおりで了

解が得られた。

　　２）当方より、鉱物資源賦存のポテンシャルの高さや新鉱業法等の制度整備にもかかわら

ず、鉱山活動が停滞しているのは、鉱物資源価格の低迷といった外部要件もあろうが、政

府の鉱業に対する姿勢が不明確であることが一因と指摘したうえで、本件プロジェクトの

自立発展性を確保するには、本件プロジェクトで供与された資機材の維持・管理ととも

に、得られた知識やノウハウを実際の環境管理に活用し、自らの努力により可能な範囲で

地方展開を図ることが重要である旨主張した。また、必要な予算を確保するためにも、鉱

業分野の重要性を政策決定者に粘り強く働きかけるとともに、MGBとしてもモニタリング

活動等を通じて地道に地域住民やNGO等を啓もうしていく努力が必要である旨強調した。

　　　　これに対し､先方は､既に議会へのアプローチやコミュニティに対する啓蒙、情報開示等

社会的活動は行いつつあり､引き続き本件プロジェクトの継続的な発展に努力していきたい

旨発言し、その旨M/Mに記載した。

　　３）合同調整委員会の席上、MGBよりフェーズ２要請について言及があるとともに、NEDA

より建屋建設等について修正があるものの、基本的には要請を支持する旨発言があった。

当方からは、正式要請があれば検討はするが、フィリピン政府部内で国家政策における位

置づけ等を整理する必要がある旨コメントしたが、いずれにせよ必要な政府部内の手続き

を経たうえで、近々に正式要請がなされる見込みである。

　　４）また、DENR代表より、供与機材の保守・管理については、必要予算の確保をコミット

する旨発言があった。

　(4) 今後のフィリピン鉱業セクターに対する協力

　　　フィリピンは、かつてアジア最大の鉱産国であったが、1980年代から衰退し始め、この20

年間で全輸出量に占める鉱産物の割合は21.33％（1980）から1.84％（1999）に激減してい

る。この原因は、生産コストの上昇といった鉱山会社の輸出競争力の問題や金属価格の低

迷、政治不安等の外部要因があげられよう。1994年の鉱産税の減税（５％→２％）、1995年

の新鉱業法の制定による一定の条件下での外資制限を撤廃といった一連の政策措置により、

鉱業の再生が期待されたが、1996年のMarcopper社による鉱さい流出事件を機に、鉱山開発
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に対する地域住民、NGO等の反発は大きくなり、いわばアンチ鉱業感情がトラウマのように

なっている。アロヨ政権の基本政策である貧困撲滅や地域間の経済格差是正、雇用創出等の

観点から見れば農業・鉱業セクターの果たす役割は極めて大きいものの、政府は鉱業に対

し、積極的に取り組もうとする姿勢を示しておらず、むしろ鉱業権にかかる手続きの不透明

さや遅延、新鉱業法の違憲性に対する最高裁の判決の遅れといった法制度上の問題が指摘さ

れている状況である。

　　　こうした政府の姿勢に対し、MGBもNational Minerals Policyを策定中で、大統領に提

出して鉱業に対する認識を変革しようと政府内部からアプローチしているところであり、業

界団体も各種鉱業関連協会の上部機関として新たにPMDIFI（Philippine Minerals Devel-

opment Institute Foundation Inc.）を設立し、議会への働きかけをしている。海外の投

資国側からも、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド等のイニシアティブで日米を含

む８か国の商工会議所が連名でフィリピン政府に対し、鉱業セクターの外国投資、輸出、政

府歳入、雇用、地域開発等へのインパクトを強調しつつ投資環境の整備を訴えている。

　　　他方、稼働鉱山の環境対策に関しては、鉱産税減税の差額分３％相当を民間企業により環

境影響評価制度（E I A）の実施、環境適合証明書（E C C）の取得、環境保護改善計画

（EPEP）の作成、偶発債務復元基金（CLRF）への参加、鉱山閉鎖に対する積み立てや社

会的プログラムに還流させるシステムをつくっている。2002年８月のヨハネスブルグサミッ

トで紹介しようと考えている由であるが、実際に機能しているか否かはともかくとして、既

にSustainablena Miningのための先駆的モデルを確立している。

　　　現在のフィリピン鉱山の輸出競争力や鉱物国際価格の状況等から判断すれば、すぐさま開

発が進む状況にはないかもしれないが、鉱物資源賦存のポテンシャルや我が国との関係等を

戦略的に考えれば、リザーブとしての重要性は高いと考えられる。フィリピン鉱業の再生の

ためにすべきことは多々の時間を要し、ODAによる支援の可能性としては、まずは、アンチ

鉱業感情からの脱却のためのアクション（啓蒙や住民教育）を進めつつ、鉱業政策等政府の

政策課題や方向性をアドバイスする専門家の派遣につなげていくといった地道なアプローチ

が考えられよう。また、MGB自身による地方展開の進捗具合をしばらく見つつ、自立発展性

が確認されるのであれば、第二国研修等による地方展開への支援の方法もあり得よう。いず

れにせよ、フィリピンの開発政策、我が国の対比援助方針や資源戦略等複合的なマトリック

スの中で、フィリピンの鉱業分野に対する位置づけを再確認していく必要があろう。

　　　なお、鉱業セクターに対する協力とは離れるが、本件プロジェクト終了後のモニタリング

に関し、JICA事務所より、先方実施機関より定期的に現況報告をしてもらうよう約束を取り

付けることも考えており、既にいくつかの農業プロジェクトでは同様の方法が適用されてい

る旨発言があった。
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　(5) 本件プロジェクトの成功要因と教訓

　　　本件プロジェクトを通じ、他のプロジェクト実施の参考となり得る成功要因と今後念頭に

置くべき教訓をあげると、次のとおりである。

　　　まず、成功要因としては、C/Pが成果を内外に発表する機会を多く設けるとともに、発表

に対し、専門家のみならずフィリピン側Instructor、Traineeも含めたメンバーにより公正か

つ多角的な視点から評価を行ったことで、C/Pに対し積極的にプロジェクトに参加するイン

センティブを付与することができたことがあげられよう。本件プロジェクトでは、トレー

ナーズ・トレーニングコース（Overall Course、及び環境化学分析、鉱山環境管理、鉱山環

境モニタリングの各分野Individual Course）をはじめ、鉱山環境管理シンポジウム、成果

報告会、さらには2002年５月には東南アジア環境管理国際シンポジウムを予定しているな

ど、実に多くの発表の機会をプロジェクトの要所で設けており、そのうち、トレーナーズ・

トレーニングコースや成果報告会では評価を取り入れている。専門家によれば、機会がある

都度C/Pはこれまでの成果の取りまとめに集中していた由であり、C/Pへのインタビュー結果

からもかかる機会がインセンティブになった旨報告されている。こうした機会をタイミング

よく設定したことで、プロジェクト全体にある種の緊張感を継続することができたものとい

えよう。ただし、評価をC/Pに受け入れてもらうためには、評価基準の透明性の確保が必要

であるとともに、何よりも専門家とC/Pとの間に信頼関係が醸成されていることが大前提と

なることはいうまでもない。また、今後の課題ともいえようが、かかる評価結果をMGBの人

事評価制度とリンケージさせ、昇給・昇格につながるようになれば、さらにインセンティブ

は増すことになろう。

　　　次に、今後念頭に置くべき教訓であるが、次の２点があげられよう。

　　　第一に、２～３年の協力期間のプロジェクトの場合、かかる期間を最大限に活用するため

には、できれば事前の調査段階に派遣予定の専門家に参加してもらったり機材調達の周到な

準備が行えるよう配慮するとともに、少なくとも調査段階からプロジェクト開始までの期間

を十分設けることが必要ということである。すなわち、詳細な技術移転内容やスケジュール

は、派遣される専門家がC/Pの技術レベルや要望等を実際に把握したうえで詰める必要があ

り、そのためには相応の時間を要する。特に、派遣期間が短期間であればある程、その時間

がプロジェクト全体に影響を及ぼすレベルは大きい。本件プロジェクトの場合、第一回目の

調査団からプロジェクトの開始まで僅か８か月であり、迅速に対応したことは評価できよう

が、派遣専門家にとっては事前に移転内容の詳細等を十分に検討する余裕もなく、派遣後に

かかる時間を割かざるを得なかったことが、プロジェクト全体のスケジュールに少なからぬ

影響を与えた。さらに、供与機材も仕様の詰めや入札から実際の設置までには時間を要する

ため、派遣期間が短い場合には派遣前に周到な準備をしたうえで、調達期間を考慮した技術
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移転スケジュールを設定することが不可欠である。

　　　第二に、機材の調達に当たっては、故障時のバックアップ体制等入札前に十分調査のう

え、必要に応じ入札要件に織り込むことが必要である。本件プロジェクトの場合、水銀分析

装置の修理に製造元（イタリア）と販売代理店との調整に相当の時間を有し、化学分析分野

の技術移転スケジュールに大きな影響を与えている。幸い２台のうち残る１台である程度カ

バーすることが可能であったが、これがなければ致命傷ともなりかねないものであった。こ

うしたバックアップ体制は日本では当然視されているため見落とされがちであるが、特に現

地調達の場合は、かかる要件は必須のものと思われるところ、JICAの機材現地調達上のノウ

ハウとして蓄積していくことが必要であろう。

４－２　技術分野所見４－２　技術分野所見４－２　技術分野所見４－２　技術分野所見４－２　技術分野所見

　４－２－１　フィリピン鉱業をとりまく現状について

　　　フィリピンは、ニッケル、銅、金、クロム等の金属鉱物資源が豊富であり、1980年代初期

までは主要金属鉱物の生産量が世界の十指に入る東南アジアで最大の鉱業国であった。

　　　しかし、生産コストの上昇、金属国際価格の暴落、政治的・社会的不安等により、その後

鉱業生産量は徐々に減少した。また、1990年代に入り国民の環境に対する意識が高まり、小

規模金鉱山からの水銀垂れ流しによる河川の水質汚染、及びアマルガムの大気放散による大

気汚染、廃さいたい積場からの廃さい流出による魚介類の重金属汚染などの鉱害の多発に対

し、国民の批判の目が向けられるようになった。また、宗教的背景による鉱業邪悪説も地方

には根強く残っており、それに対する政府行政機関の環境管理能力の欠如等も相まった鉱業

投資環境の悪化により、特に外資を中心とした新規鉱業開発がほとんど進まなかった。この

ため、鉱業生産量は1980年当時に比べて銅鉱石が約10分の１となり、鉱産物全体の輸出に占

める割合は10分の１以下となっている。

　　　一方、フィリピンの鉱物資源のポテンシャルは依然として高く、ニッケル、銅、金等の主

要金属鉱物の埋蔵量は世界全体の数％を占めている。政府も経済の再活性化のため鉱業が重

要な役割を果たすものとして1995年に新鉱業法を制定し、鉱産税の引き下げ（５％→２％）

及び資金・技術支援協定（FTAA）による大規模鉱業開発における外資制限の撤廃などの施

策により、外資の積極的な導入を促進し鉱業投資の活性化を図ろうとした。

　　　しかしながら、折からのアジア経済危機による外資を中心としたアジアに対する投資意欲

の減退、1997年の先住民族権法（IPRA）の制定による鉱業開発に関する権利問題の発生及

びFTAAに対する憲法違反の申し立てに係る最高裁判所の審理の長期化など新規投資意欲を

阻害する問題により、鉱業の活性化は政府の期待したとおりには進んでいない。

　　　また、フィリピンの積極的投資の阻害要因としては、政府行政機関のEIAあるいは環境適
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合証明書（ECC）の申請に対する審査・認証期間の長期化も一因としてあげられている。

　４－２－２　フィリピンの鉱業に対する環境政策について

　　　フィリピン政府は、国民の環境意識の向上による、鉱山鉱害の発生に対する批判の高まり

に対応して、鉱山開発に際しての環境保全を図り、地域住民への配慮及び地域社会との共存

を前提とした環境対策を推進すべくEIAを創設した。また、鉱業における環境対策の強化を

図るべく、鉱山開発に関する環境管理行政機能を鉱山地球科学局（MGB）に一元化した。

　　　一方、新鉱業法の制定に伴う鉱産税の引下げに伴う余裕資金による鉱山側の自主的な環境

対策の実施のため、採掘跡等の復元に係る基金の積立或いは環境保護計画（EPEP）の作

成・実施などの制度を創設している。

　　　また、MGBが中心となり環境管理局（EMB）・地方政府・NGO及び鉱山会社などで構成

される混成チーム（MMT）による鉱山の環境モニタリングを実施している。

　４－２－３　フィリピンにおける鉱業政策の展望及びMGBの果たす役割について

　　　フィリピン大統領府により策定された2001～2004年の中期開発計画において、鉱業は2004

年において７％～7.5％、４年間の平均で５％程度と、運輸・通信分野及び建設分野に次ぐ成

長を見込んでおり、国内の経済成長に果たす役割は大きいものと考えられる。

　　　そのためにも、鉱業投資環境を悪化させている要因を取り除き、外資をも含む投資を促進

させることはフィリピンにとって重要な政策であるといえる。

　　　そのなかでMGBの果たすべき役割は、本プロジェクトで得た知識・技術を活用し、環境政

策を着実に実施し、鉱害の発生を抑制することにより国民の環境意識の向上による批判に応

え、また、鉱業は悪であるという認識を払拭するための地道な啓もう・教育活動等により鉱

業の持続的な発展を阻害する要因の一つを取り除くことである。

　　　また、本プロジェクトで得た知識・技術の地方事務所を含めた展開及び人材育成により、

EIA、ECCなどの審査・認証に係る行政能力の向上を図り、新規鉱業開発の阻害要因の一つ

としてあげられている行政審査期間の長期化に歯止めをかけることも重要である。

　　　問題は、これらの政策を独自に実施するための予算の確保であるが、政策決定者あるいは

議会に対する働きかけとともに、独自の資金創出及び民間鉱業界からの資金調達による政策

の実施のための方策を検討することも必要と考えられる。
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